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へ ~ 国 際 的 な 視野 を 持ち 、 世 界 と 岩手 を つなぐ 人 材 が 育ま れ 、 
国籍 や 言語 、 文化 な どの 違い を 共に 認め 、 暮 ら す こと が で きる 岩手 ~ 





た ぶん か きょう せい 


多 文 化 共 生 と は ? 


What is a"multicultural society ? 


什么 是 多 文化 共生 ”? 


Amulticultural society is the concept of a society where people 
understand each other's cultural backgrounds and perspectives 
regardless of differences in nationality and ethnicity, and where 


everyone lives together and supports their local community. 


多 文化 共生 是 不 同 国籍 和 不 同 民 族 的 人 们 互相 尊重 对 方 
的 文化 背景 与 思维 方式 ， 作 为 一 个 地 区 社会 构成 的 主体 
实现 和 谐 共生 。 
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| 外国 籍 を 持つ 県 民 の ほか 、 日 本 国籍 を 取得 し た 県 民 や 国際 結婚 な ど に よっ て 生ま れ た 外国 人 の 親 | 
。 の 文化 を 背景 に 持つ 子供 な ど 、 外 国 に ルー ツ が あり 、 外 国籍 の 人 と 同様 の 課題 を 持つ 県 民 で す 。 



























































1 策定 の 趣旨 等 


1) 


2) 


(3) 


プラ ン 策 定 の 趣旨 

国 で は 、 多 文化 共生 の 地域 づく り を 推進 する た め 、 平成 18 年 3 月 に 策定 し た 「 地 域 に 
お ける 多 文化 共生 推進 プラ ン 」 に お いて 、 都 道府県 レベ ル に お ける 多 文化 共生 の 推進 に 
関す る 指針 ・ 計 画 の 策定 を 都 道 府 県 の 役割 と し て 規定 し まし た 。 

この こと を 踏ま え 、 県 で は 、 平成 22 年 3 月 に 平成 22 年 度 か ら 平成 26 年 度 ま で の 5 年 
間 を 計画 期間 と する 「 岩 手 県 多 文化 共生 推進 プラ ン 」 を 、 平 成 27 年 3 月 に 平成 27 年 度 
か ら 令 和 元 年 度 ま で の 5 年 間 を 計画 期間 と する 「 岩 手 県 多 文化 共生 推進 プラ ン (改訂 版 )」 
(以下 「 前 プラ ン 」 と いう 。) を それ ぞ れ 策定 し 、 多 文化 共生 社会 の 実現 に 向け て 取り 組 
ん で きた と ころ で す が 、 前 プラ ン の 計画 期間 が 終了 する こと に 伴い 、 当 該 計画 期間 の 施 
策 の 検証 を 行い 、 こ れ ま で の 社会 情勢 の 変化 等 を 踏ま えた 上 で 、 今 後 の 本 県 に お ける 多 
文化 共生 社会 の 実現 に 向け た 新た な 施策 方 向 を 定め る こと が 必要 と な り ま す 。 
こう し た こと か ら 、「 岩 手 県 多 文化 共生 推進 プラ ン (2020 て 2024)」( 以 下 「 プ ラン 」 と 

いう 。) を 策定 し 、 多 文化 共生 の 考え 方 に つい て 広く 普及 を 図る と と も に 、 多 文化 共生 社 
会 の 実現 に 向け た 取組 を 一 層 進 め よ うと する も の で す 。 

また 、 プ ラン の 策定 に 当たっ て は 、 世 界 と 岩手 を つなぐ グロ ー バ ル 人 材 の 育成 の 目標 
と その 方 向 性 を 定め る も の と し て 平成 26 年 3 月 に 策定 し 、 プ ラン と の 関連 性 が 高い 「 い 
わ て グロ ー バ ル 人 材 育 成 ビ ジョ ン 」 (期間 : 平成 26 年 度 か ら 平 成 30 年 度 ま で の 5 年 間 ) 
に 掲げ た 取組 の 領域 を 包含 し ます 。 












































プラ ン の 位置 付け 
県 で は 、「 い わ て 県 民 計画 (2019 て 2028)」 の 主要 な 政策 と し て 、「 地 域 に 貢献 する 人 材 
を 育て ます 」、「 海 外 の 多様 な 文化 を 理解 し 、 共 に 生活 で きる 地域 づく り 進 め ま す 」 及 び 
「 科 学 ・ 情 報 技術 を 活用 で きる 基盤 を 強化 し ます 」 を 設定 し 、 そ の 中 で 「 岩 手 と 世界 を 
つなぐ 人 材 の 育成 」、「 地 域 産 業 の 国際 化 に 真 献 す る 人 材 の 育成 」、「 外 国人 県 民 等 が 暮 ら 
し や すい 環境 づく り 」、「 海 外 と の 交流 の 促進 」 及 び 「 国 際 研 究 拠 点 の 形成 と 関連 インフ 
ラ の 整備 」 を 掲げ て いま す 。 

プラ ン は 、 多 文化 共生 社会 の 実現 に 向け て 、 こ うし た 主要 な 政策 の 具体 的 展開 を 図る 
i OG 
度 か ら 令 和 3 年 度 ま で の 5 年 間 》」 に 掲げ た 多 文化 共生 の 推進 や グロ ー バ ル 人 材 の 育成 な 
どの 取組 と も 整合 性 を 図り な が ら 、 総 合 的 な 目標 や 施策 の 方 向 を 定め る も の で す 。 












































プラ ン の 特色 

多 文化 共生 社会 の 実現 に 当たっ て 解決 し て いく べき 課題 は 、 様 々 な 分 野 に 横断 的 に 関わ 
る 地域 全体 の 課題 で も あり ます 。 

これ を 着実 に 推進 し て いく た め に は 、 県 と 市 町 村 と の 連携 を 図る と と も に 、 県 や 市 町 村 、 
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国際 交流 協会 、 国 際 交 流 関係 団体 、 企 業 ・ 関 係 機関 団体 、 大 学 、 学 校 、 県 民 ・ 自 治 会 な ど 
様々 な 活動 主体 が 期待 され る 役割 を 担い 、 一 体 と な っ て 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 
この プラ ン は 、 こ うし た 主体 が 多 文化 共生 へ の 取組 を 実施 する 際 の 指針 と な る も の で す 。 




















(4) プラ ン の 期間 
本 プラ ン で 対象 と する 期間 は 、 令 和 2 年 度 か ら 令 和 6 年 度 ま で の 5 年 間 と し ます 。 
これ は 、 社 会 経済 情勢 が 目まぐるしく 変化 する 今日 、 こ うし た 変化 に 対応 し た 施策 を 
弾力 的 か つ 効果 的 に 展開 で きる よう に する た めで す 。 
な お 、 こ の 間 、 外 国人 県 民 等 を 取り 巻く 環境 に 著しい 変化 が 生じ た 場合 に は 、 適 時 施 
策 の 見 直し な ど を 行っ て いき ます 。 






































2 背景 と 意義 


(1) プラ ン 策 定 の 背景 
情報 通信 技術 や や 高速 交通 機関 の 発達 な ど に より 、 国 境 を 越え た 様々 な 活動 が 活発 化し 、 
グロ ー バ ル な 人 の 移動 が 盛ん に な っ て いま す 。 
本 県 に お いて は 、 在 留 外国 人 数 が 東日本 大 震 災 津波 の 影響 で 平成 23 年 に 一 時 的 に 減少 
し た も の の 、 そ の 後 は 増加 傾向 に あり ます 。 県 人 口 が 減少 傾向 に ある こと か ら 、 県 人 
に 占め る 外国 籍 を 持つ 県 民 や 外国 に ルー ツ が ある 日 本 国籍 を 持つ 県 民 (以下 「 外 国人 県 
民 等 」 と いう 。) の 割合 は 、 今 後 更 に 高まる こと が 予想 され ます 。 
また 、 本 県 が 誘致 を 進め て いる 大 規模 研究 施設 「 国 際 リ ニア コラ イダ ー (ILC: 
International Linear Collider) (以下 「I LC」 と いう 。)」 が 実現 する と 、 多 く の 外 
国人 が 本 県 に 居住 する こと が 想定 され ます 。 
一 方 、 外 国人 県 民 等 の 中 に は 、 生 活 し て いく 中 で 、 言 葉 や 習慣 な どの 違い に より 不便 
を 感じ て いる 方 が 少な か ら ず 存在 し 、 地 域 の 中 に 深 け 込む こと が で き な い 場合 も あり ま 
す 。 ま た 、 日 本 人 県 民 も 言葉 や 習慣 、 文 化 な どの 違い か ら 、 外 国人 県 民 等 と 付き 合う こ 
と に た め ら い を 感じ て いる 場合 が あり ます 。 
平成 27 年 (2015 年) に 国連 サミ ッ ト で 採択 され た 「 持 続 可能 な 開発 の た め の 2030 ア 
ジェ ンダ 」 に は 、2016 年 か ら 2030 年 まで の 間 に 、 発 展 途 上 国 の みな ら ず 先進 国 も 取り 
組む 国際 目標 と し て 、「 持 続 可能 な 開発 目標 (SDG s)」 が 盛り 込ま れ て いま す 。 
この SDG s は 、「 誰 一 人 と し て 取り 残さ な い 」 と いう 基本 方 針 の 下 、 経済 ・ 社 会 ・ 環 
境 の 課題 を 統合 的 に 解決 する こと を 目指 し て いま す 。 
県 で は 、 平成 31 年 3 月 に 策定 し た 「 い わ て 県 民 計画 (2019 て 2028)」 に お いて 、「 県 民 
一 人 ひと り が お 互い に 支え 合い な が ら 、 幸 福 を 追求 し て いく こと が で きる 地域 社会 」 を 
基本 目標 と し て 掲げ て いま す 。 こ の 基本 目標 は 、SDG s や その 基本 方 針 に 相 通 じ る も 
の で あり 、 実 現し て いく た め に は 、 外 国人 県 民 等 に と っ て も 暮らし や すい 環境 を 整 えて 
いく 必要 が あり ます 。 
その た め に は 、 外 国人 県 民 等 の 感じ て いる 言葉 の 違い や 習慣 の 違い な どの 「 壁 」 の 解 
消 に 努力 する と と も に 、 外 国人 県 民 等 に 対す る 理解 を 深め 、 国 籍 や 民族 等 の 違い に 関わ 
ら ず 、 全 て の 県 民 が 互い の 文化 的 背景 や 考え 方 を 理解 し 、 地 域 社会 を 支え る 主体 と し て 
共に 生き る 、 多 文化 共生 社会 の 実現 が 必要 で す 。 




























































































(2) “多 文化 共生 四 意义 
本 県 で は 、 次 の 4 つ を 多 文 化 共 生 の 意義 と 捉え 、 本 プラ ン に 基づく 様々 な 取組 を 通じ 
多 文化 共生 社会 の 実現 を 目指 し て いき ます 。 











画 人 権 の 尊重 
全て の 県 民 が 安心 ・ 安 全 に 、 お 互い を 尊重 し 合い な が ら 暮 ら す た め に は 、 国 籍 や 民 
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族 な ど が 違う こと を 理由 に 不当 な 扱い を 受け た り 、 権 利 を 侵害 され た りす る こと が な 
いよ うな 社会 が 必要 で す 。「 東 北 復興 平泉 宜 言 」 (平成 23 年 7 月 3 日 ) を 掲げ て 復興 に 
取り 組 の 本 県 に お いて 、 多 文化 共生 社会 の 実現 は 、「 あ ら ゆ る 生命 を 尊 び 共に 生き る 」 
と いう 平泉 の 理念 を 体現 する こと に 他 な り ま せん 。 
画 グロ ー バ ル な 視点 を 持つ 人 材 の 育成 

多 文 化 共 生 の 地域 づく り の 推進 に より 、 地 域 住民 の 国際 感覚 や 異 文化 に 対す る 理 有 
が 深まる こと が 期待 され ます 。 地 域 で の 異 文化 交流 が 進む ゆこ と で 、 新 た な 価値 を 見 | 
し 、 豊 か で 多様 な 文化 芸術 を 創造 する 機会 が 増 思 する と と も に 、 世 界 と の つなが り を 
生か し て 地域 に 貢献 する グロ ー バ ル 人 材 が より 多く 輩出 され る こと が 期待 され ます 。 
田地 域 の 活性 化 
社会 経済 活動 全般 に お いて グロ ー バ ル 化 が 進展 する 中 で 、 「 様 々 な つなが り の カカ 」 を 
生か し た 世界 に 開か れ た 地域 づく り を 積極 的 に 推進 する こと に よっ て 、 地 域 の 魅力 が 
高まり 、 海 外 と の 交流 や 地域 産業 ・ 経 済 の 振興 に も つなが り ま す 。 
一 全て の 人 に 暮らし や すい まち づく り 

多 文 化 共 生 の 地域 づく り の 推進 は 、 言 語 や 文化 、 能 力 な ど 様 々 な 特性 や 違い を 誰 
合い 、 外 国人 県 民 等 を は じ め 、 NN es 
くり の 推進 に つなが り ま す 。 プ ラン は 、 多 文化 共生 社会 の 実現 に 向け て 、 こ うし た 主 
要 な 政策 の 具体 的 展開 を 図る と と も に 、「 い わ て 国際 戦略 ビジ ョ ン 」( 平 成 29 年 3 月 策 
定 、 期間 : 平成 29 年 度 か ら 令 和 3 年 度 ま で の 65 年間) に 掲げ た 多 文 化 共 生 の 推進 や グ 
ロー バル 人 材 の 育成 な どの 取組 と も 整合 性 を 図り な が ら 、 総 合 的 な 目標 や 施策 の 方 向 
を 定め る も の で す 。 
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3 本 県 に お ける 多 文化 共生 等 の 現状 と 課題 等 


(1) 本 県 に お ける 多 文化 共 生 等 の 現状 

本 県 に お ける 平成 30 年 12 月 末 現 在 の 在留 外国 人 数 は 、7, 187 人 で す 。 

在留 外国 人 数 の 推移 を 見 て みる と 、 平 成 10 年 か ら 15 年 の 間 に 急 激 に 増加 し た 後 、 横 
ば い が 続 いて いま し た 。 平 成 23 年 3 月 11 日 に 発 災 し た 東日本 大 震 災 津波 の 影響 に より 、 
中 国人 の 技能 実習 生 を は じ め 本 国 に 帰国 等 し た た め 、 千 人 近く の 大 幅 な 減少 と な り ま し 
た が 、 そ の 後 は 増加 の 傾向 に あり ます 。 ( 図 1 ) 

な お 、 県 人 口 は 、 近 年 減少 の 一 途 を た どっ て お り 、 平 成 21 年 10 月 1 日 現在 の 1, 340, 852 
人 か ら 令 和 元 年 10 月 1 日 現在 の 1, 226, 430 人 へ と 、 こ の 10 年 で 約 11. 4 万 人 が 減少 し て 
いま す 。 ( 図 2 ) 





図 1 在留 外国 人 数 の 推移 (岩手 県 ) 
(各 年 12 月 末 現 在 ) 
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出典 : 法務 省 「 在 留 外 国人 統計 ( 旧 登 録 外 国人 統計 )」 











図 2 岩手 県 人 口 の 推移 
( 千 人 ) (各 年 10 月 1 日 現在 ) 
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(平成 令 和 ) 





出典 : 岩手 県 政策 地域 部 「 岩 手 県 人 口 移 動 報 告 年 報 
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本 県 の 平成 30 年 12 月 末 現 在 の 在留 外国 人 を 国籍 別に 見 る と 、 中 国 の 27. 1% が 最も 多 
く 、 次 いで ベト ナム 22.39%、 フ ィ リ ピン 18.6%、 韓国 ・ 朝 鮮 11.8%、 米 国 3.49% な どの 
順 と な っ て いま す 。 経年 比較 を する と 、 近 年 で は 中 国 の 構成 割合 が 減少 し 、 ベ トナ ム が 
大 きく 増加 し て いま す 。 ( 図 3) 

な お 、 本 県 の 在留 外国 人 の 出身 国 は 、67 カ国 ・ 地 域 と お なっ て いま す 。 


3 在留 外国 人 数 の 国籍 別 割合 
ブラ ジル , 57 


1 Mi me a 8 7 







| I 3 
| / / 


H25 5.505 人 人 


レン の ブラ ジル ,04 
0 2 が we | 


10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 


出典 : 法務 省 「 在 留 外 国人 統計 〈 旧 登录 外 国人 管 计 ) | 


A NG 3 


記 




















これ を 在留 資格 別に 見 る と 、 技能 実習 41.7%、 永 住 者 26.0%、 特 別 永住 者 7.8%、 日 
本 人 の 配偶 者 等 5.5%、 留学 5.2% な どの 順 と な っ て いま す 。 この 構成 割合 に つい て 、 全 
国 値 ま と の 比較 で は 、 技 能 実習 の 占め る 割合 が 非常 に 高く な っ て いま す 。 

また 、 経 年 比較 し て も 、 技 能 実習 が 大 きく 増加 傾向 に ある こと か ら 、 企 業 に よる 技能 
実習 制度 の 利用 が 進ん で いる も の と 思料 され ます 。 ( 図 4) 

※ 法務 省 在留 外国 人 統計 (全国 値 ) HG0 技 能 実習 12.0% 


4 在留 外国 人 数 の 在留 資格 別 割合 






H20 6.593 人 GA 実習 音別 永住 | 








特定 活動 、eG き 
05 N 3 人 


特別 永住 者 | 
a | 





H25 5,505 人 





日 本 人 の 配偶 者 
90 | | 
特定 活動 / | | | 
4 21/ \ | 
H30 7.187 人 A 

日 本 人 の 配偶 者 定住 者 

55 20 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 





出典 : 法務 省 「 在 留 外 国人 統計 ( 旧 登 録 外 国人 統計 )」 
6 


























※ 永住 者 
法務 大 臣 が 永住 を 許可 し た 者 で あり 、 在留 活動 ・ 在 留 期 間 の いずれ も 制限 は な い 。 永住 許 
可 の 要件 は 、 ① 素 行 が 善良 で ある こと 、⑨② 独 立 生 計 を 営む に 足り る 資産 又は 技能 を 有する こ 
と 、③ そ の 者 の 永住 が 日 本 国 の 利益 に 合 数 する と 認め られ る こと と され て いる 。 上 原則 と し て 、 
引き 続き 10 年 以上 在留 し て いる こと が 必要 と され る 。 
※ 日 本 人 の 配偶 者 等 
日 本 人 の 配偶 者 ・ 子 ・ 特 別 養 子 。 在 留 期 間 は 3 年 又は 1 年 で 、 在 留 活動 に 制限 は な い 。 
※ 特別 永住 者 
「 日 本 国 と の 平和 条約 に 基づき 日 本 の 国籍 を 離脱 し た 者 等 の 出入 国 管理 に 関す る 特例 法 」 
(1991 年 11 月 施行 ) に より 定め られ た 在留 の 資格 、 又 は 当該 資格 を 有する 者 。 終 戦前 か ら 
日 本 に 居住 し て お り 、 サ ン フ ラン シス コ 平 和 条 約 (1952 年 ) の 発効 こよ っ て 日 本 国籍 を 失っ 
た 後 も 引き 続き 日 本 に 在留 し て いる 朝鮮 半島 ・ 台 湾 出 身 者 と その 子孫 を 対象 に し て お り 、 在 
留 期間 や 在留 資格 に 制限 は な い 。 
※ 定住 者 
法務 大 臣 が 特別 な 事情 を 考慮 し 一 定 の 在留 期間 を 指定 し て 居住 を 認め る 者 で あり 、 日 系 3 
世 、 中 国 在留 者 人 、 イン ド シ ナ 難民 な ど が 該当 する 。 在留 期間 は 3 年 若しくは 1 年 又は 法務 
大 臣 が 個々 に 指定 する 期間 で 、 在 留 活動 に 制限 は な い 。 











































































































これ を 年 齢 別に 見 る と 、 2024 歳 18.2%、25 て 29 歳 16.89%、30 て 34 歳 12. 0% と 、20 
代 か ら 30 代 の 割合 が 高い 傾向 が 続い て いま す 。( 図 5) 

な お 、 外 国人 の 児童 生徒 の うち 、 日 本 語 指導 が 必要 な 児童 生徒 (小学 校 ・ 中 学校 ・ 高 
等 学校 ) 数 は 平成 28 年 5 月 1 日 現在 で 8 校 、13 人 に 上 っ て いま す 。 (文部 科学 省 「 日 本 
語 指 導 が 必要 な 児童 生徒 の 受入 れ 状 況 等 に 関す る 調査 (平成 28 年 度 )」) 





5 在留 外国 人 数 の 年 齢 別 割 合 











15~19 歳 50~-54 歳 , 
52 38 
20~24 歳 . 35 て 39 歳 , 0 
1 8 50< と 54 歳 , 
| 6 / 
20~24 歳 . 35~39 歳 , 40 マ や 44 歳 , 
15~19 歳 , 
8 
20~24 歳 . 35~39 歳 . or 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 





出典 : 法 务 省 「 在 留 外 国人 統計 〈 旧 登录 外 国人 和 统计) | 





























本 県 


平成 30 年 12 月 示現 在 で 、 














で は 、 全 て の 市 町 村 に 外国 人 県 民 等 が 居住 し て お り 、 こ れ を 市 町 村 別 に 見 る と 、 
盛岡 市 1, 469 人 、 一 関 市 853 人 、 北 上 市 632 人 な どの 順 と な 














っ て いま す 。 経年 比較 を する と 、 県 全体 の 在留 外国 人 数 は 、 平 成 23 年 3 月 11 日 に 発 災 
し た 東日本 大 震 災 津波 の 影響 に 


























※ No 


(CN 1,600 


1,400 


1200 


1.000 


800 





国人 が 大 きく 減少 し まし た が 、 
町 村 の 外国 人 人 














寸 一 妥 














出典 : 岩手 県 政策 地域 部 「 
































より 、 大 船渡 市 や 山田 町 等 の 沿岸 市 町 村 を 中 心 に 在留 外 
その 後 復興 と と も に 増加 に 転じ し て いま す 。 ( 図 6 ) 
E 民 登録 者 数 は 、 住民 基本 台帳 に 基づく 各市 町 村 の 報告 数 を 掲載 し て 












































務 省 統計 に お ける 本 県 の 在留 外国 人 数 の 合計 と は 一 致し ませ ん 。 














四 洲 姜 





6 市 町 村 別 外国 人 住民 登録 者 数 (平成 20 年 、25 年 、30 年 ) 


mH20 


H25 


mH30 


































































































证 音 
石 前 戸 野 ケ ヶ 米 巾 植 和 泉 巻 泉 野 代 
人 
町 町 3 
市 
要覧 」 





外国 人 の 雇用 状況 に つい て 見 る と 、 令 和 元 年 10 月 末 現 在 、 外国 人 労働 者 を 雇用 し て い 
る と し て 届出 の あっ た 事業 所 は 907 ヶ所 、 外 国人 労働 者 数 は 5, 176 人 と な っ て いま す 。 











外国 人 労働 者 を 国籍 別に 見 る 


7) 


在留 資格 別 で は 、 技能 








実習 が 














と 、 ベ トナ ム が 全体 の 32.6% を 占め 、 以 下 、 中 国 25. 0%、 
フィ リピ ン 18.3%、 イ ンド ネシア 4. 5%%、 ア メリ カ 3.79%% な どの 順 と な っ て いま す 。 (区 








全体 の 64.8% を 占め 、 以下 、 身分 に 基づく 在留 資格 (※1) 





18.69%、 専 門 的 ・ 技 術 的 分 野 の 在留 資格 (※2) 9.29%、 資 格 外 活動 (留学 含む ) 5.9% の 


順 と な っ て いま す 。 ( 図 
ei 製造 業 が 全 





8 ) 








体 の 58.4% を 占め 、 以 下 、 農 林業 8.0%、 建 設 業 6.4%、 教 


・ 学 習 支援 業 6. 3%% な どの 順 と な っ て いま す 。 ( 図 9 ) 
0 し て いる 事業 所 を 規模 別に 見 る と 、 30 人 未満 が 45. 0% を 占め 、 以下 、 30 
へ ~99 人 32.09%%、100 て 499 人 18.19% な どの 順 と な っ て いま す 。 ( 図 10) 





※1 身分 に 
住 者 」 が 該 


























基づく 在留 資格 に は 、「 永 住 者 」、「 日 本 人 の 配偶 者 」、「 永 住 者 の 配偶 者 等 」 及び 「 定 






































※2 専門 的 ・ 技 術 的 分 野 の 在留 資格 に は 、 
「 法 律 ・ 会 計 業 務 」、「 医 療 」、「 研 究 


究 」、 
勤 」、「 興 行 」 及 び 「 技 能 」 が 該当 。 





7 外国 人 労働 者 の 国籍 別 割 合 
( 令 和 元 年 10 月 末 現 在 ) 














可 
アメ リカ 4 
3.7% 
イン ド ネ シア 


の 外国 人 労働 者 数 


5, 176 人 


























生 労働 省 「『 外 








国人 懂 




















9 外国 人 労働 者 の 産業 別 割合 
( 令 和 元 年 10 月 末 現 在 ) 


医療 、 福 祉 その 他 
2.1% /49% 


宿泊 業 ・ 飲 食 サ ー 
ビス 業 3.4% 
サー ビス 業 
4 1% 
設 業 
6.4% 


卸売 小売 
9- 施 外国 人 労働 者 数 


5,176 人 























出典 : 厚生 労働 省 下 外 国 





雇用 状況 』 の 
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EE 
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H 状 況 」 ( 令 和 元 


「 教 授 」、「 芸 術 」、「 宗 教 」、「 報 道 」、「 投 資 ・ 経 営 」、 


「 教 育 」、「 技 術 」、「 人 文 知識 ・ 国 際 業 務 」、「 企 業 内 転 





8 外国 人 労働 者 の 在留 資格 別 割合 








( 令 和 元 年 10 月 末 現 在 ) 
资格 外 活动 。 7 征治 重 
5.9% 


門 的 ・ 技 術 


身分 に 基づく 
在留 資格 外国 人 労働 者 数 
20.6% 5, 176 人 


状況 』 の 届出 状況 」 ( 令 和 元 年 10 月 末 現 在 ) 


10 外国 人 労働 者 を 雇用 し て いる 事業 所 の 
規模 別 割合 〈 今 和 元 年 10 月 末 現 在 ) 


不明 
0.9% 


500 人 以上 
4.3% 






全 事業 所 数 
907 事業 所 





30~99 人 A 人 
33.0% 


E 10 月 未 现在 ) 





外国 人 を 雇用 し て いる 327 事業 所 の 








対応 」 が 73.7% と 最も 多く 、 以下 、 ! 企 業 ? 


な ど と な っ て いま す 。 ( 図 11) 


CR] 


日 本 語 の レベ ル は 、 





な ど と な っ て いま す 。 ( 図 12) 

日 本 語学 習 支援 は 、「 特 に 行っ て いな い 」 が 56. 39% を 占め 、「 自 習 」 が 14. 4%、「 そ の 
他 支 援 」 が 13.8% な ど と な っ て いま す 。 ( 図 13) 

地域 住民 と の 交流 は 、「 参 加 を 促し て いる 」 が 37.9% を 占め 、「 状 況 が わか ら な い 」 が 
34.9%、「 交 流 に 配慮 し て いな い 」 が 17.19%% な ど と な っ て いま す 。 ( 図 14) 

人 手 不 足 と し て の 効果 は 、「 多 少 有 効 」 が 37.7%% を 占め 、「 あ まり 有効 と 思わ な い 」 が 
21.79%、「 他 の 方 法 を 検討 すべ き 」 が 19.49% な ど と な っ て いま す 。 ( 図 15) 

今後 の 雇用 は 、「 未 定 」 が 39. 49%% を 占め 、「 雇 用 する つも り が な い 」 が 37. 9%、「 雇 用 
し た い (継続 含む )」 が 20.29% と な っ て いま す 。 ( 図 16) 

雇用 を 希望 し な い 理由 と し て は 、「 言 葉 等 の 問題 」 が 42.8% を 占め 、「 研 修 教育 の 負担 」 
が 15.79%%、「 受 入 側 の 準備 」 が 8.79%% な ど と な っ て いま す 。 ( 図 17) 

これ ら の こと か ら 、 言 葉 等 の 間 題 か ら 雇用 希望 し な いな どの 日 本 語 に 関す る 課題 が 明 








ら か と な り ま し た 。 


入手 不 足 対応 
企业 活性 化 
専門 知識 技能 
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海外 展開 準備 
海外 展開 強化 


テラ 台 選 


才能 





図 11 
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5 性 化 」 が 31.2%、「 専 門 知識 技能 」 が 22.3% 


ロ 





に つい て 見 る と 、 雇 用 動機 と し て 「 人 手 不足 


業務 に 支障 な し 」 が 71.39% を 占め 、 「 業 務 に 支障 あり 」 が 17.4% 



































雇用 動機 


( 令 和 元 年 6 月 末 現 在 ) 


外国 人 顧客 対策 4.0% 


その 他 


出典 :〈 公 财 ) 岩手 県 国際 交流 協会 「 外 








8.6% 











国人 労働 者 雇用 

















73.7% 


回 答 事 業 所 数 327 事業 所 




















12 日 本 語 の レベ ル 





13 日 本 語学 習 支援 





( 令 和 元 年 6 月 末 現 在 ) 令 和 元 年 6 月 末 現 在 ) 
無 向 笑 
不定 期日 本 語 0 
無 回 答 師 に よる 5 時 8 
11.3% 業務 に 支障 な し | 特に 行っ て いな い 
71.3% 週 1 回 以上 、 日 
















本 語 教 師 に よる 















































4.6% 
業 務 全 店 障 あ り 
2 回答 事業 所 数 回 答 事業 所 数 
327 事 業 所 327 事 業 所 
自 
出典 : ( 公 財 ) 岩手 県 国際 交流 協会 「 外 国人 労働 者 雇用 実態 調査 」 
14 地域 住民 と の 交流 15 人 手 不足 対策 と し て の 効果 
( 令 和 元 年 6 月 末 现 在 ) ( 令 和 元 年 6 月 末 現 在 ) 
無 回 答 無 回 答 
10.1% 参加 を 積極 的 3.1% 多少 有効 
に 促し て いる と て も 有効 37.7% 






回 答 事業 所 数 
327 事 業 所 
















37.9% 


回 答 事業 所 数 
1795 事 業 所 




































状況 が わか ら あま り 有 効 と 思 
な い わな い 
ーー 遇 2 
出典 : ( 公 財 ) 岩手 県 国際 交流 協会 「 外 国人 労働 者 雇用 実態 調査 」 
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16 今後 の 雇用 
( 令 和 元 年 6 月 末 現 在 ) 








回 答 事業 所 数 
1795 事 業 所 


雇用 する つも り は な い 
37.9% 










図 17 雇用 希望 し な い 理由 

( 令 和 元 年 6 月 末 現 在 ) 

雇用 方 法 不明 

4. 
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5.0% 
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その 他 
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1795 事 業 所 
無 回 答 


8.6% 


受入 側 
8.7% 









































出典 : ( 公 財 ) 岩手 県 国際 交流 協会 「 外 国人 労働 者 雇用 実態 調査 





1% 言 


591 事業 所 の グロ ー ノ ソレ 人 材 の 確保 ・ 育 成 の 意向 に つい て 見 る と 、「 わ か ら な い 」 が 
30.8% と 最も 多く 、 以 下 、「 将 来 的 に 必要 」 が 26.9%、「 必 要 だ と 思わ な い 」 が 22.8%、 
「 必 要 」 が 17.19% な ど と な っ て いま す 。 ( 図 18) 
「 必 要 」、「 将 来 的 に 必要 」 と 回 答 し た 261 事業 所 の 確保 ・ 育 成 の 方 法 に つい て 見 る と 、 
「 日 本 人 従業 員 の 育成 (グロ ー バ ル 化 ) 」 が 69. 2% と 最も 多く 、「 外 国人 留学 生 等 の 採用 」 
が 29.2%、「 特 に 考え て いな い 」 が 13.89%% な ど と な っ て いま す 。 ( 図 19) 
また 、 グロ ー バ ル 人 材 を 雇用 する 上 で の 課題 に つい て 見 る と 、 「 従 業 員 の 外国 
海外 研修 の 機会 」 が 61.99% と 最も 多く 、「 グ ロー バル 人 材 を 採用 し た 後 の グ ロー バル 人 
材 の 活用 事例 ・ 活 用 情報 ・ ノ ウ ハ ウ 」 が 33.8%、「 外 国人 留学 生 等 を 採用 する た め の 人 
的 態勢 」 が 29.69% な ど と な っ て いま す 。 ( 図 20) 











18 グロ ー バ ル 人 材 の 必要 性 
(平成 30 年 7 月 末 現 在 ) 









回 答 事業 所 数 
591 事 業 所 


将来 的 に 必要 
26.9% 


: 岩手 県 政策 地域 部 [平成 30 年 度 企業 ・ 





わか ら な い 
30.8% 
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語 習得 や 


19 「 必 要 」 又 は 「 将 来 的 に 必要 」 と 回 答 し た 企業 に お ける 
グロ ー バ ル 人 材 の 確保 ・ 育 成 方 法 
(平成 30 年 7 月 末 現 在 ) 


日 本 人 従業 員 の 育成 軸 還 還 還 還 還 還 還 還 還 還 還 還 証 較 69.2% 
外国 人 留学 生 等 の 採用 国 馬 馬 請 請 還 292% 
特に 考え て いな い 語 請 較 13.8% 
海外 赴任 経験 者 等 の 中 途 採用 還 請 詞 13.1% 


海外 展開 先 で の 現地 採用 本 7.7% 





その 他 恒 2.3% 回 答 事 業 所 数 261 事 業 所 











不明 | 0.8% 








出典 : 岩手 県 政策 地域 部 [平成 30 年 度 企業 ・ 事 業 所 行動 調査 


ビー 

















20 「 必 要 」 又 は 「 将 来 的 に 必要 」 と 回 答 し た 企業 に お ける 
グロ ー バ ル 人 材 の 雇用 に お ける 課題 
(平成 30 年 7 月末 現在 ) 


日 本 人 従業 員 の 斉 成 国生 生還 還 還 還 | 619% 
海外 展开 先 忆 〇 ) 现 地 兵 用 国宝 23.s% 
海外 赴任 経験 者 等 の 中 途 採用 国宝 29e% 
外国 人 留学 生 等 の 採用 国宝 和 27.3% 





その 他 国 31% 回 答 事業 所 数 261 事業 所 








不明 園 3.1% 








出典 : 岩手 県 政策 地域 部 [平成 30 年 度 企 業 ・ 事 業 所 行動 調査 」 























本 県 に お ける 平成 30 年 12 月 示現 在 の 輸出 額 は 、1, 459 億 円 で す 。 
輸出 額 の 推移 を 見 て みる と 、 平 成 25 年 を ピー ク に 平成 28 年 まで 減少 が 続い て いま し 
た が 、 平 成 29 年 か ら 増 加 に 転じ 、 平 成 30 年 に は 過去 最大 と な り ま し た 。 (加 21) 


( 億 円 ) 
1.600 
1.400 
1.200 


1.000 











21 輸出 額 の 推移 
(平成 30 年 12 月 末 現 在 ) 


1.421.3 二 423.4 


| 1.273.4 
ト 1.093.3 
1.021.3 969 2 
| | | 中 
| 1 1 
24 25 28 


30 (局 




















手 昧 商工 淮 倒 钢 光 部 、 日 本 贸易 振 由 机 构 〈 沁 工 下 口 ) 盛 辐 贯 易 情报 七 盖 久 一 12018 年 岩手 の 罰 易 」 














本 県 に お ける 平成 30 年 12 月 末 現 在 の 外国 人 旅行 客 の 入 込 客数 は 、344, 140 人 
入 込 数 の 推移 を 見 て みる と 、 近 年 の 訪日 観光 客 の 増加 に 伴い 、 本 県 で も 増加 傾向 に 
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30 年 に は 過去 最大 と な り ま し た 。 ( 図 22) 
22 外国 人 旅行 客 の 入 込 推移 
(平成 30 年 12 月 末 現 在 ) 
344.140 
| 260,392 
| 163,230 
- 121.491 | 
| 85,423 ul 
66,119 
46,861 
24 25 28 29 30 (年 ) 




















出典 : 岩手 県 商工 労働 観光 部 「 い わ て の 観光 統計 」 
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し や すい 地域 社会 」) に 対す る 重要 度 、 満 足 度 、 








り と な っ て いま す 。 これら の 政策 項目 に 関し て 、 


Il 

















県 民 の グロ ー バ ル 化 に 関連 する 県 の 政策 項目 (「 海 外 へ の 販路 拡大 」 及び 「 外 国人 県 民 も 暮 ら 
ニー ズ 度 の 順位 (46 項目 中 ) は 、 表 1 の と お 
要 度 は 低い も の の 、 現 状 に 一 定 程 度 満足 し 













































































て いる 状況 に ある と 言え ます 。 
表 1 グロ ー バ ル 化 関連 政策 項目 に 対す る 県 民意 識 (平成 31 年 2 月 末 現 在 ) 
重要 度 満足 度 ニー ズ 度 
海外 で の 県 産品 の 販路 拡大 46 位 32 位 41 位 
外国 人 も 暮らし や すい 地域 社会 45 位 24 位 43 位 






























































(2) 前 プラ ン 策 定 後に 生じ た 社会 情勢 の 変化 と 展望 
ア 宇 災 復興 支援 を 契機 と し た 連携 の 促進 


⑦) 開か れ た 復興 の 推進 
































出典 : 岩手 県 政策 地域 部 「 平 成 31 年 度 県 の 施策 に 関す る 県 





世界 と つなが る 状況 と な っ て いま す 。 








な が り の 力 」 を 生か すべ く 、 全国 
いま す 。 
(人) 世界 に 向け た 発信 ・ 取 組 








本 県 で は 、 平 成 23 年 に 「 平 泉 の 文化 遺産 」 、 
産 」 が 世界 遺産 に 登録 され た ほか 、 





また 、 本 県 で は 、「 地 元 の 底力 」 と 同様 【 








東日本 大 岩 災 津 渡 の 発 災 以降 、 多く の 外国 人 が 本 県 を 
た 、 本 県 か ら 多 数 の 若者 が 海外 に 招 か れる な ど 、 























民意 識 調査 結果 報告 書 





平成 27 年 に 「 明 治 日 本 の 産業 革命 遺 
「 北 海道 ・ 北 東北 の 縄文 遺跡 群 」 が 令 和 3 年 の 世 








= 











訪れ て 県 民 と 交流 を 深め 、 ま 
これ まで に な い 規 模 で 、 県 民 が 直接 























、 復 興 を 進め て いく 力 と な る 「 様 々 な つ 
OD DO 


























界 遺産 意 録 を 目指 し て お り 、 世 界 遺 産 の 価値 や 魅力 な どの 国内 外 へ の 発信 を 多様 に 展 











Me 








、 令 和 元 年 の 「 三 陸 防 災 復 興 プ ロジ ェクト 2019」 や 「 ラ グ ビ ー ワ ー ル ドカ ッ 








の ss。 
普及 事業 を 通 








会 、 東 日 本 大 震 災 津 濾 伝承 館 の 
の 姿 を 発信 し て いき ます 。 


イ 外国 人 の 受入 機会 の 増加 
(7) SO の 受入 れ 
は 、 深刻 化す る 人 手 不足 























CA 








震 災 の 事実 を 踏ま えた 教訓 や 復興 





























に 対応 する た め 、 平成 30 年 12 月 に 「 出 入国 管理 及び 難 























上 (以下 「 入 管 法 」 と いう 。) を 改正 し 、 平 成 31 年 4 月 に 施行 し まし た 。 こ 


の 施行 に より 、 人 材 確保 が 困難 な 業種 14 分 野 ) を 対象 と し 、 一 定 の 専門 性 ・ 技 能 





を 有する 外国 人 の 就労 を 目的 と MI な 在留 資格 が 創設 され まし た 。 





























年 12 月 に 「 外 国人 材 の 受入 れ ・ 


併せ て 、 国 は 、 外 国人 材 を 適正 に 
共生 の た め の 総 合 的 対応 策 」 を 策定 し まし た 。 本 県 
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受け 入れ 、 共 生 社 








会 の 実現 を 図る た め 、 平 成 30 

















で は 、 今 後見 込ま れる 外国 人 労働 者 等 を は じ め と し た 外国 人 県 民 等 の 増加 に 向け 、 相 





談 体 制 の 強化 等 の 対策 を 進め て いま す 。 






































また 、 令 和 元 年 6 月 に は 、「 日 本 語 教育 の 推進 に 関す る 法律 」 が 施行 され 、 外 国人 
居住 者 等 に 対す る 日 本 語 教育 の 推進 が 地方 自 治 体 の 責務 と され た こと か ら 、 国 と 連携 








し た 日 本 語学 習 支援 の 強化 が 求め られ て いま す 。 


(1) 観光 客 の 受入 れ 
No 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 影響 に より 大 幅 に 減少 し まし た 
、 近年 の 訪日 外国 人 観光 客 の 増加 に 伴い 、 本 県 で も 堅調 に 増加 を 続け て いま す 。 本 


(Wy 




















県 で は 、 外国 人 観光 客 が 快適 に 旅行 で きる よう に 
等 、 受 入 環 境 の 充実 に 取り 組ん で いま す 。 
) 研究 者 等 の 受入 れ 


























こ 、 観光 関連 施設 の 外国 語 表示 の 整備 





I LC は 、 標 高 約 110m、 全 長 約 20km か ら 50 km の 地下 トン ネル に 建設 され る 
世界 最 先 端 の 素 粒子 研究 施設 で あり 、 平 成 25 年 8 月 、 国 内 の 研究 者 で 組織 され る I 
LC 立地 評価 会 議 が 、I LC の 国内 建設 候補 地 と し て 本 県 を 含む 北上 サイ ト に 一 本 化 











し まし た 。 

















I LC の 実現 に より 、 多 く の 外 国人 研究 者 や その 家族 が 本 県 に 居住 する こと が 想定 
され て お り 、 そ の 受入 れ 等 ER られ て いま す 。 
また 、 県 民 か ら は 、 1I LC の 実現 に より 、「 地 域 住 民 の コミ ュ ニ ケー ショ ン 能 力 や 
































痊 





 : 令 和 元 年 度 希 望郷 いわ て モニ ター アン ケー ト 


(1) 生徒 等 の 受入 れ 

八幡 平 市 に イン ター ナシ ョ ナル スク ー ル の 設置 が 予定 され て いる こと か ら 、 多 く 
の 生徒 に 加え 、 教員 及び 職員 、 その 家族 が 本 県 に 居住 する こと が 想定 され て お り 、 そ 
の 受入 れ 等 に つい て 検討 な ど が 進め られ て いま す 。 


ウ 
⑦) 





グロ ー バ ル 人 材 の 活躍 機会 の 増加 
教育 分 野 


ora re な PCPS れ で 0 






































「 多 文化 共生 に 関す る 意識 調査 」) 














小学 校 で は 、 平 成 26 年 度 か ら 教員 の 英語 指導 力 向上 の た め 研 修 が 行わ れ て お り 、 
令 和 2 年 度 か ら 3、4 年 生 は 外国 語 活動 、5 、 6 年 生 は 英語 授業 が 導入 され ます 。 























また 、 小 中 学校 、 高等 学校 に お いて 、 英会話 に 触れ る 機会 の 増大 等 の た め 、 語学 指 














導 等 を 行う 外国 青年 招致 事業 (JE エプロ グラ ム ) や 民間 事業 者 を 通じ て 配属 され た 











外国 人 が 外国 語 指 導 助 手 と し て 活動 し て いま す 。 











海外 へ の 修学 旅行 に つい て は 、 平 成 29 年 度 に 公立 ・ 私 立 合 わ せ て 5 つの 高等 学校 





が 実施 し て お り 、469 人 の 生徒 が 参加 し て いま す 。 











高校 の 中 に は 、 海外 の 高校 と 提携 


し て 活発 な 国際 交流 を 行っ て いる 学校 や 海外 研修 、 留 学制 度 を 有する 学校 も ありま す 。 





















































(出典 : 公益 財団 法人 全国 修学 旅行 研究 協会 [平成 29 年 度 全 国 公私 立 高 等 学校 海外 


修学 旅行 ・ 海 外 研 修 (修学 旅行 外 ) 実施 状況 調査 報告 」 (平成 30 年 3 月 末 現 在 )) 
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県 内 5 大 学 等 で 構成 され る 「 い わ て 高等 教育 コン ソー シア ム 」 に お いて は 、 地域 の 
中 核 を 担う 人 材 育成 の 一 環 と し て 、 外 国人 留学 生 と と も に 地域 課題 を グロ ー バ ル な 視 
点 か ら 考 え 、 学 び 合 う プ ログ ラム が 実施 され て いま す 。 
大 学 等 で は 、 海外 の 教育 機関 と 学術 交流 協定 を 締結 し 、 学生 の 派遣 や 留学 生 受入 れ 
を 行っ て いる ほか 、 企業 や 団体 、 高 等 教育 機関 、 行政 な ど 産 学 官 が 一 体 と な っ た 「 い 
わ て グロ ー カ ル 人 材 育 成 推進 協議 会 」 に お いて は 、 学生 の 国際 的 視野 を 養う た め の 海 
外 留学 支援 や 、 留 学生 や JE プロ グラ ム 参 加 者 な どの グロ ー バ ル 人 材 の 定着 を 図る 
就職 説明 会 、 イ ンタ ー ン シッ プ の 取組 が 進め られ て いま す 。 
(⑰ 産業 分 野 
県 内 企業 等 の 輸出 額 は 、 全体 と し て 増加 傾向 に あり 、 平成 30 年 は 過去 最大 (1, 459 
億 円 ) と な っ て いま す 。 ま た 、TP P11 や 日 EU 経 済 連 携 協定 な どの 大 規模 な 罰 易 
協定 が 次 々 と 発効 し 、 県 内 企業 等 の 海外 展開 の 拡大 が 見 込ま れ ま す 。 この よう な 状況 
に お いて 、 企業 等 の 海外 展開 を 担う 2 グロー バル 人 材 の ニー ズ は 高まっ て お り 、 企業 等 
を 対象 と し た 人 材 育 成 や 高度 外国 人 材 の 活用 の 支援 が 進め られ て いま す 。 
また 、 海 外 展 開 を 図る 県 内 事業 者 を 支援 する た め の プ ラッ ト フ ォ ー ム 「 い ね わ て 海外 
展開 支援 コン ソー シア ム 」、 農 林 水 産物 の 国際 流通 に 関す る 情報 収集 や 調査 ・ 分 析 等 
を 担う 「 い わ て 農林 水産 物 国際 流通 促進 協議 会 」 な ど 、 官民 一 体 と な っ た 組織 に よる 
海外 市 場 へ の 展開 や 販路 の 拡大 、 海 外 と の 交流 促進 の 取組 が 推進 され て いま す 。 
(⑦ 国際 協力 分 野 
開発 途上 国 の 国 づ くり に 貢献 する 「〕 I CA 海外 協力 隊 」 と し て 、 様々 な 年 齢 層 の 
県 民 等 が 本 県 か ら 海外 に 派遣 され て いま す 。 
て ) 若者 の 海外 へ の 関心 
本 県 で は 、 出 国 者 に 占め る 10~19 歳 の 割合 が 全国 水準 より 高い 状況 に あり ます 。 
また 、 出 国 者 に 占め る 20~29 歳 の 割合 は 、 全 国 水準 と ほぼ 同じ と な っ て いる こと か 
ら 、 本 県 に お いて は 、 全国 より も 早い 時 期 か ら 海外 経験 を 積む 機会 に 恵まれ て いる こ 
と が うか が えま す 。 (出典 : 法務 省 「 出 入国 管理 統計 年 報 」) 
県 が 実施 し て いる 高校 生 を 対象 と し た 中 国 雲 南 省 及び 北米 へ の 海外 派遣 研修 で は 
募集 定員 26 人 に 対し て 令 和 元 年 度 は 70 人 の 応募 が あり 、 海 外 へ の 関心 の 高 さ が うか 
が えま す 。 
また 、「 い わ て グロ ー カ ル 人 材 育 成 推 進 協議 会 」 に よる 大 学生 を 対象 と し た 海外 留 
学 支援 に つい て 、 募集 定員 5 人 に 対し て 倒 和 元 年 度 は 9 人 の 応募 が ある な ど 、 大 学生 
に お いて も 海外 へ の 関心 が 一 定 程度 ある も の と 推 祭 され ます 。 










































































































































































































































































































































































エ 国際 定期 便 の 就航 

いわ て 花巻 空港 で は 、 平成 30 年 に 台北 、 平成 31 年 に 上 海 と の 国際 定期 便 が 就航 し た 
ほか 、 新 た な 航路 開設 に 向け た 取組 も 行わ れ て お り 、 定 期 便 を 活用 し た 交流 拡大 が 期 
待 さ れ ま す 。 




















オ 海外 と の 交流 

県 で は 、 中 国 大 連 市 と 地域 間 連 携 推進 協定 を 締結 し 、 産業 や 文化 、 職員 交流 を 進め て 
いる ほか 、 中 国 雲 南 省 と 友好 交流 協力 協定 を 締結 し 、 青 少年 交流 や や 経済 交流 、 農 林業 
交流 な ど 多岐 に わた る 分 野 で 交流 を 進め て いま す 。 ま た 、 岩 手 県 大 連 経 済 事務 所 及び 
岩手 県 雲南 事務 所 を 設置 し 、 交 流 活動 を 支援 し て いま す 。 

市 町 村 に お いて は 、18 市 町 が 12 か 国 31 県 市 町 と 姉妹 (友好 ) 提携 を 結ん で お り 、 
訪問 団 の 受入 れ や 生徒 の 派遣 な ど 相 互 交 流 が 行わ れ て いま す 。 令 和 元 年 の 「 ラ グ ビ ー 
ワー ルド カッ プ 2019"W」 の 公認 チー ムキ ャ ンプ 地 や 「 東 京 2020 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ 
ン ピ ッ ク 競 技 大 会 」 の ホス ト タ ウ ン 、 復 興 あ り が と う ホ スト タウ ン の 活動 を 通じ て 、 
今後 の 更 な る 交流 拡大 が 見 込ま れ ま す 。 

















































































































(3③ これ まで の 取組 成果 と 課題 
過去 5 年 間 に お ける 県 施策 に つい て 、 前 プラ ン に 定め る 3 つの 「 施 策 の 方 向 」 ご と に 
検証 し 、 主 な 取組 成果 と 課題 を 抽出 し まし た 。 



































ア 施策 の 方 向 1 言葉 の 壁 の 解消 
[ 主 な 取組 成果 〕 
(日 本 語学 習 の 支援) 
〇 日 本 語 教室 の 開催 情報 の 提供 の ほか 、 日 本 語 サ ポー ター の 登録 ・ 活 用 に 努め る な 
ど 、 外 国人 県 民 等 の 日 本 語学 習 の 支援 を し まし た 。 
(や さ し い 日 本 語 や 多 言語 に よる 行政 ・ 生 活 情 報 の 提供 ) 
〇 外国 人 県 民 等 の 生活 サポ ー ト を 目的 と し た 多 言語 サポ ー タ ー を 活用 し 、 外 国人 県 
民 等 の 生活 に 必要 な 情報 等 を 適 家 通 訳 客 訳 し て 提供 する 体制 づく り を 支援 し まし た 。 
[今後 の 主 な 課題 ] 
〇  「 話 し 言葉 」 は 理解 で き て も 「 読 み 書 き 」 が 不得 意 で ある な ど 、 外 国人 県 民 等 の 
個々 の 日 本 語 能 力 の 違い に 応じ た 支援 を する 必要 が あり ます 。 
〇 日 本 語 サ ポー ター 及び 多 言語 サポ ー タ ー に つい て 、 地 域 ご と に 登録 数 に 開き が あ 
る こと か ら 、 各 地域 に お いて 必要 数 を 確保 で きる よう 努め る 必要 が あり ます 。 
〇 技能 実習 生 を は じ め 、 日 本 語学 習 を 希望 し て いて も 学習 機会 の な い 外国 人 県 民 等 
の 支援 を する 必要 が あり ます 。 
〇 日 本 語 教室 等 に つい て 国際 交流 関係 団体 が 無償 で 開講 し て いる 場合 が あり 、 運 営 
経費 の 確保 な どか ら 継 続 に 懸念 が 生じ て いま す 。 また 、 日 本 語 サ ポー ター の 高齢 化 や 
担い 手 の 不 足 な どの 課題 も 抱え て いま す 。 日 本 語 教 室 等 の 継続 の た め 、 これ ら の 解決 
に 向け て 支援 を する 必要 が あり ます 。 
























































































































































イ 施策 の 方 向 2 安心 し た 暮らし の 構築 
〔 主 な 取組 成果 〕 
(外国 人 県 民 等 に と っ て 特に 必要 な 情報 等 の 提供 ) 
〇 外国 人 相談 員 に よる 巡回 相談 、 多 言語 で の 相談 受付 、 行 政 書 士 な ど 専門 の 相談 員 
に よる 困難 案件 へ の 対応 な ど 、 外国 人 県 民 等 の 相談 に 対応 し た ほか 、 岩手 県 民 情 報 交 
流 セ ンタ ー に 「 い わ て 外国 人 県 民 相談 ・ 支 援 セ ンタ ー」 を 設置 し まし た 。 
〇 外国 人 の た め の い わ て 生活 情報 ハン ドブ ッ ク を は じ め 、 医 療 ・ 子 育て に 関す る ハ 
ンド ブッ ク を 多 言語 で 作成 し 、 生 活 上 の ルー ル や 日 本 の 医療 制度 等 を 周知 しま し た 。 
(外国 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 へ の 対応 ) 
〇 外国 人 児童 ・ 生 徒 の た め の 就学 支援 ハン ドブ ッ ク を 多 言語 で 作成 し 、 教 育 制 度 の 
違い や 就学 手続 き な ど を 周知 し まし た 。 
〇 外国 人 児童 ・ 生 徒 の 受入 れ に 係る 課題 解決 な ど に 向け 、 受 入校 の 教員 向け の 研修 
会 を 開催 し まし た 。 
(日 本 社会 の ルー ル 等 に 関す る 啓発 ) 
〇 外国 人 の た め の い わ て 生活 情報 ハン ドブ ッ ク を は じ め 、 医療 ・ 子 育て に 関す る ハン ド 
ブッ ク を 多 言語 で 作成 し 、 生活 上 の ルー ル や 日 本 の 医療 制度 等 を 周知 し まし た 。 (再掲 ) 
[今後 の 主 な 課題 ] 
〇 永住 者 に 加え 技能 実習 生 の 増加 な ど 外 国人 県 民 等 が 多様 化す る 中 、 ド メス ティ ッ 
ク ・ バ イオ レン ス 等 を 含む 家庭 問題 や 労働 な ど 、 個別 化 ・ 専 門 化 する 外国 人 県 民 等 か 
ら の 相談 に 加え 、 雇 用 事業 所 や 市 町 村 な どか ら の 幅広 い 相談 に 適切 に 対応 で きる よう 、 
相談 体制 を 強化 する 必要 が あり ます 。 
〇 ILC の 実現 を 見 据え 、 外 国人 研究 者 の 子弟 等 の 受入 れ 体制 を 更に 強化 する 必要 
が あり ます 。 
〇 医療 機関 の 多 言語 対応 に つい て は 、 大 規模 な 病院 が 対策 を 進め る 一 方 、 小 規模 な 
個人 開業 医 で は 進ん で お ら ず 、 医 療 機関 全体 が 一 体 と な っ て 取り 組む 必要 が あり ます 。 
〇 多 言 語 対応 可能 な 医療 機関 を W e b で 公開 し て いる 「 い わ て 医療 ネッ ト 」 や 国 の 
「 外 国人 患者 を 受け 入れ る 医療 機関 の 情報 を 取り まとめ た リス ト 」 な ど を 更に 周知 す 
る ほか 、 受 入 体制 の 充実 を 図る 必要 が あり ます 。 
〇 災害 発生 時 に 外国 人 県 民 等 も 迅速 に 避難 行動 が と れる よう 、 多 言語 サポ ボー ター や 
SNS 等 を 活用 し た 多 言語 に よる 情報 提供 等 の 支援 体制 を 更に 強化 する 必要 が あり 
Em 
〇 外国 人 県 民 等 も 地域 の 構成 員 と 考え 、 円 消 な 社会 生活 を 営む こと が で きる よう 、 
地域 の 受入 体制 を 構築 する 必要 が あり ます 。 
〇 外国 人 県 民 等 の 子ども に つい て は 、 生 活用 語 に 加え 学習 活動 に 必要 な 学習 言語 の 
習得 が 求め られ て いま す が 、 小 学校 等 で は 対応 する 専門 の 日 本 語 指導 者 が 不足 し て お 
り 、 対 策 に 取り 組む 必要 が あり ます 。 
また 、 教育 機関 及び 日 本 語 指導 者 の 指導 ノウハウ 情報 の 交換 の 場 、 研修 の 機会 を 
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設け る 必要 が あり ます 。 











〇 子ども を 持つ 外国 人 県 民 等 の 中 に は 、 日 本 語 が 分 か ら な い 両 親 も お り 、 学 校 か ら 
の 通知 が 読め な い 、 進学 情報 が 分 か ら な いな どの 間 題 を 抱 を て いる こと か ら 、 英語 等 














に よる 通知 や 多 言語 に よる ハン ドブ ッ ク を 活用 し た 進学 説明 ・t 




















談 等 を 更に 進め る 必 














要 が あり ます 。 


ウ 施策 の 方 向 3 多 文 化 共 生 の 地域 づく り 
[ 主 な 取組 成果 ] 
( 多 文 化 共 生 等 に 関す る 啓発 ) 

















〇 国際 交流 等 の 情報 提供 、 外 国人 県 民 等 に 対す る 生活 支援 、 日 本 人 県 民 と 外国 人 県 
民 等 の 交流 を 図る 国際 交流 ・ 協 力 の 拠点 施設 で ある 国際 交流 セン ター の 運営 ・ 機 能 の 





























充実 に 取り 組み まし た 。 
































〇 学校 や 地域 団体 な ど に 外国 文化 を 紹介 する 外国 人 講師 を 派遣 し 、 県 民 の 国際 理解 














を 深め る 支援 を し まし た 。 
(交流 機会 ・ つ な が り づ くり ) 














〇 市 町 村 国際 交流 協会 や 国際 交流 関係 団体 な どの 職員 を 対象 と し た 研修 を 実施 し 、 

















国際 交流 事業 に 携わる に 当たり 必要 な 知識 や 情報 の 習得 を 支援 














区 及 Fe 





〇  「 ワ ン ・ ワ ー ル ド ・ フ ェ ス タ in いわ て 」 な ど 、 多 文化 共生 の 普及 ・ 盛 発 や 外国 人 











県 民 等 と の 交流 を 目的 と し た イベ ント の 開催 を 支援 し まし た 。 
(グロ ー バ ル 人 材 の 育成 ・ 活 用 ) 


























〇 青少年 を 対象 と し た 海外 派遣 研修 を 実施 し 、 多 様 な 考え 方 や 異 文化 に 対す る 理解 
や 外国 語 に よる 実践 的 コミ ュ ニ ケー ショ ン 能 力 の 向上 を 図り 、 国 際 感 覚 の ある 人 材 の 











育成 に 取り 組み まし た 。 








〇 海外 渡航 経験 を 持つ 若者 や 世界 と の 関わ り に 関心 を 持つ 若者 に よる ワー クシ ョ ッ 
プ 等 、 若い 世代 の 海外 へ の 関心 を 喚起 し 、 国際 理解 を 深め る こと を 目的 と し た イベ ン 


























ト の 開催 を 文 援 し まし た 。 
[今後 の 主 な 課題 ] 




















〇 外国 人 県 民 等 の 地域 行事 等 へ の 参加 を 促進 する な ど 、 地 域 に お ける 日 本 人 県 民 と 
の 交流 機会 を 更に 増やし て 、 地 域 の 模 成 員 と し て の 意識 を 高め て いく 必要 が あり ます 。 
































〇 異な る 文化 や 習慣 に つい て の 理解 を 深め る と と も に 、 国 際 神 
め 、 地 域 住民 の 国際 理解 を 深め る 機会 づく り に 取り 組む 必要 が 









































〇 国際 感覚 の ある 人 材 の 育成 に 向け 、 産 学 官 が 情報 共有 や 役割 分 担 を 図る など 、 更 














な る 連携 を 進め る 必要 が あり ます 。 
〇 世界 と の 「 つ な が り 」 が 復興 の カカ と な っ て お り 、 引 き 続き 、 
ク を 担う 人 材 を 育成 する 必要 が あり ます 。 











会 へ の 関心 を 促す た 
あり ます 。 























海外 と の ネッ トワ ー 


〇 本 県 に ゆか り が あり 、 世 界 と 岩手 を つなぐ で ぐ グロー バル 人 材 と の ネッ トワ ー ク を 構 





築 し て いく 必要 が あり ます 。 
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〇 海外 体験 を 持つ 若者 な ど 、 世 界 と の つなが り を 持つ グロ ー バ ル 人 材 が 活躍 する 、 
つなが り の 力 を 生か し た 上 魅力 ある 地域 づく り を 支援 する 必要 が あり ます 。 

〇 外国 人 留学 生 や 了 プログ ラム 参加 者 な どの 県 内 就職 の 支援 に 取り 組む 必要 が 
あり ます 。 

〇 東日本 大 岩 災 津 濾 に お いて 海外 か ら 多 大 な 支援 を 受け た こと を 踏ま え 、 開 発 途上 

国 に お ける ボラ ンティア 活動 な ど 国 際 真 献 で きる 人 材 の 育成 に 取り 組む 必要 が あり 
ます 。 

〇 輸出 や 海外 の 販路 開拓 な ど 、 企 業 の 海外 展開 を 担う 人 材 の 育成 ・ 活 用 に 取り 組む 
必要 が あり ます 。 
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4 目指 す 将 来 像 (基本 目標 ) 


(1) 目指 す 将 来 像 (基本 目標) 

東日本 大 震 災 津波 の 発 災後 すぐ に 、 様 々 な 国々 か ら 多 く の 人 が 本 県 に 救援 に 駆け 付け 
た こと を は じ め 、 そ の 後 の 復旧 ・ 復 興 の 取組 の 過程 に お いて も 、 海 外 か ら 惜 し みな い 支 
援 が 続い て いる こと は 、 国 籍 や 民族 等 の 違い を 超え た 「 つ な が り の 力 」 の 大 切 さ を 県 民 
一 人 ひと り が 実感 する か けが え の な い 経 験 に な っ て いま す 。 

本 県 で は 、「 い わ て 県 民 計 画 (2019 て 2028)」 に お いて | 県民 一 人 ひと り が お 互い に 支 
え 合 いな が ら 、 幸 福 を 追求 し て いく こと が で きる 地域 社会 」 の 実現 を 理念 に 掲げ 、 幸 福 
を 守り 育て る た め の 取 組 を 進め て いま す 。 国籍 や 民族 等 の 違い に 関わ ら ず 、 日 本 人 県 民 
も 外国 人 県 民 等 も 地域 社会 を 支え る 主体 と し て 共に 生き る こと を 目指 す 多 文化 共生 推進 
の 取組 は 、 こ の 理念 に 通じ し る も の で あり 、 ま すま す 意 義 深 く 、 重 要 な も の と な っ て いま 
す 。 

こう し た こと か ら 、 世 界 と の 「 つ な が り の 力 」 を 実感 し た 県 民 が 一 体 と な っ て 、 多 文 
化 共 生 社 会 の 実現 を 目指 し て 大 きく 前 進 し て いき ます 。 



































「 国 際 的 な 視野 を 持ち 、 世 界 と 岩手 を つなぐ 人 材 が 育ま れ 、 
国籍 や 言語 、 文 化 な どの 違い を 共に 認め 、 暮 ら す こと が で きる 岩手 」 





東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 の 取組 の 過程 で 培 わ れ た 一 人 ひと り の 幸福 を 守り 育 
て る 姿勢 と 「 つ な が り 」 を 大 切 に する 岩手 県 に お いて 、 国 際 的 な 視野 を 持っ た 、 世 界 と 
岩手 を つなぐ 人 材 を 育て 、 受 け 入 れ ま す 。 ま た 、 外 国人 県 民 等 の 言葉 や 生活 の 不便 が 解 




















消さ れ 、 お 互い の 理解 が 進む こと で 、 日 本 人 県 民 と 外国 人 県 民 等 が お 互い の 価値 を 認め 
合い 、 お 互い の 交流 を 通じ て 高め 合い 、 共 に 主体 と な っ て 幸福 を 追求 し て いく こと が で 
きる 地域 社会 の 実現 を 目指 し ます 。 














(2) 視点 
この 目指 す 将 来 像 を 実現 する に 当たっ て は 、 次 の 4 つの 視点 を 基本 に 進め る こと が 重 
要 で す 。 
① 世界 と 岩手 を つなぐ で グロー バル 人 材 を 育成 する 
Re こす る と と も に 、 本 県 が 自立 し た 地域 と し て グロ ー バ ル 
社会 へ 真 献 し て いく た め に は 、 多 様 な つなが り の 中 で それ ぞ れ の 独自 性 や 専門 性 を 生 
か し な が ら 、 双 方 に 利点 な る 目的 の た め に 外国 人 や 海外 在住 日 本 人 と 対等 の 立場 で 
協力 し て 共に 活動 する こと が で きる 人 材 が 必要 で す 。 
② 外国 人 県 民 等 の 暮らし の 壁 を 解消 する 
本 県 に お いて は 、 様 々 な 国 の 出身 の 外国 人 県 民 等 が 人 数 の 多少 は ある も の の 県 内 全て 
の 市 町 村 に お いて 暮らし て いる 現状 に あり ます 。 こ の 中 で 外国 人 県 民 等 と 日 本 人 県 民 
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が いき いき と 暮らし て いく た め に は 、 地 域 で 暮らす 一 人 ひと り が 地域 を 支え る 主体 で 
ある と いう 認識 の も と 、 言 語 や 生活 文化 の 相違 等 に よっ て 暮らし に 支障 が 出 な いよ う 、 
支援 の 取組 を 進め る こと が 必要 で す 。 
③ 日 本 人 県 民 と 外国 人 県 民 等 が 協 働 し て 継続 的 に 進め る 
地域 に お いて は 、 日 本 人 県 民 と 外国 人 県 民 等 と の 交流 を 、 単 発 的 な 行事 等 に 留まら ず 、 
日 常 的 に か つ 継 続 的 に 重ね て いく 必要 が あり ます 。 
日 本 人 県 民 と 外国 人 県 民 等 の 双方 向 の 交流 を 通じ し て 、 お 互い の コミ ュ ニ ケー ショ ン を 
癖 に と る こと で 、 外 国人 県 民 等 は 日 本 の 文化 や 習慣 へ の 理解 を 、 日 本 人 県 民 は 国際 感 
覚 を 養い 、 自 国 及 び 異 文化 に 対す る 理解 を それ ぞ れ 深め 合う こと で 、 お 互い の 価値 を 
認め 合う こと が 期待 され ます 。 
④ 県 全体 で 推し 進め る 
外国 人 県 民 等 に 関す る 問題 は 非常 に 幅広 い 分 野 に わた る と と も に 、 県 民 一 人 ひと り の 
意識 づく り が 重要 で ある こと か ら 、 地 域 全 体 の 問題 と し て 取り 組ん で いく 必要 が あり 
Em 
県 と 市 町 村 と の 連携 を 図る と と も に 、 県 や 市 町 村 、 国際 交流 協会 、 国際 交流 団体 、 企 
業 ・ 関 係 機関 団体 、 大 学 、 学 校 、 県 民 ・ 自 治 会 な ど 様 々 な 活動 主体 が 一 体 と な っ て 、 
本 県 の 多 文化 共生 社会 の 実現 に 向け た 取組 を 進め て いく 必要 が あり ます 。 
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5 多 文 化 共生 に 向け て の 主 な 施策 の 方 向 等 


ここ で は 、 本 県 に お ける 多 文 化 共生 の 目指 すべ き 姿 の 実現 に 向け て 、 今 後 5 年 間 で 取り 組 
む 4 つ の 主 な 施策 の 方 向 と 取組 内 容 の 例 を 掲げ て いま す 。 

これ ら の 施策 を 着実 に 推進 し て いく た め 、 県 と 市 町 村 と の 連携 を 図る と と も に 、 県 や や 市 町 
村 、 国 際 交 流 協会 、 国 際 交 流 関 係 団体 、 企 業 ・ 関 係 機関 団体 、 大 学 、 学 校 、 県 民 ・ 自 治 会 な 
ど 様 々 な 活動 主体 が 期待 され る 役割 を 担い 、 一 体 と な っ て 取り 組ん で いき ます 。 


























3 の zall 較 地域 に 頁 献 す る 人 材 の 育成 と 定着 


多 文化 共生 の 推進 に 欠か せな い 、 地 域 や 産業 の 国際 化 に 真 献 する 人 材 等 の 育成 に 取り 組み 
ます 。 ま た 、 高 度 な 知識 を 持つ 外国 人 留学 生 等 の 定着 支援 等 を 促進 し ます 。 











ア 地域 の 国際 化 に 貢献 する 人 材 の 育成 
加速 する 国際 化 へ の 対応 や 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 に お いて は 、 世 界 と の 「 つ な が 
り 」 を 本 県 の 力 に し て いく こと が 重要 で あり 、 海 外 県 人 会 を は じ め と する 海外 と の ネッ ト 
ワー ク を 構築 ・ 維 持 ・ 拡 大 し て いく こと か 必要 で す 。 
この よう な 海外 と の ネッ トワ ー ク を 担う 人 材 を 育成 する た め に 、 生 徒 の 海外 へ の 派遣 や 
海外 か ら の 受入 れ に よる 交流 機会 を 設け る と と も に 、 学 生 の 海外 留学 支援 等 を 行い ます 。 








(取組 内 容 の 例 ) 

〇 授業 等 を 通じ し 、 グ ロー バル な 視点 を 持つ た め の 前 提 と な る 郷土 や 日 本 の 歴史 文化 へ の 
理解 増進 に 加え 、 コ ミュ ニケ ーション を 図る た め の 語 学力 の 向上 に 取り 組み ます 。 

〇 中 高生 を 対象 と し た 姉妹 都市 と の 海外 相互 派遣 を 実施 し 、 海 外 と の ネッ トワ ー ク の 構 
築 を 支援 し ます 。 

〇 海外 県 人 会 や いわ て 親善 大 使 と 連携 し 、 高 校生 を 対象 と し た 雲南 省 や 北米 へ の 海外 派 
遣 、 雲 南 省 か ら の 中 学生 受入 れ 等 を 実施 し 、 海 外 と の ネッ トワ ー ク の 構築 を 支援 し ます 。 
〇 企業 や 団体 、 高 等 教育 機関 、 行 政 な ど 産 学 官 が 一 体 と な っ た 「 い わ て グロ ー カ ル 人 材 
育成 推進 協議 会 」 に よる 学生 の 海外 留学 支援 を 行い ます 。 

O 「」 iTCA 海 外 協力 隊 」 に よる 開発 途上 国 で の ボラ ンティア 活動 を 促進 し 、 海 外 と の 
ネッ トワ ー ク の 構築 を 支援 し ます 。 














イ 産業 の 国際 化 に 貢献 する 人 材 の 育成 ・ 活 用 
県 内 の も の づく り ぶ 水産 加工 等 の 分 野 の 企業 等 に お いて 海外 展開 を 担う 人 材 の 育成 ・ 活 
用 を 支援 し ます 。 








(取組 内 容 の 例 ) 
〇 軸 易 実務 や 海外 展開 の ノウ ハウ な ど に 関す る 集合 研修 や 出前 講座 、 オ ン ラ イン 講座 を 
実施 し 、 人 材 育 成 を 図り ます 。 
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〇 留学 経験 者 等 と 連携 し 、 海 外販 踏 拡大 の た め の 商 穫 
海外 展開 を 担う 人 材 の 活躍 の 場 を 創出 し ます 。 


〇 企業 説明 会 や 生活 支援 体制 整備 を 実施 し 、 高 度 外 国人 材 の 活用 を 促進 し 


談 会 や バイ ヤー 招 聴 な ど を 実施 し 、 



































ます 
~~ 


ウ 外国 人 留学 生 等 の 定着 
外国 人 留学 生 や J ET プロ グラ ム 参 加 者 な ど 、 日 本 語 能力 を 持ち 、 日 本 の 文化 や 社会 シ 
ステ ム に 理解 を 有する グロ ー ノ シレ 人 材 に 、 本 県 産業 の 発展 や 地域 の 活性 化 に 寄与 し 


定 0D 理 
て も ら う た め 、 県 内 で の 就職 ・ 定 着 を 支援 し ます 。 












































(取組 内 容 の 例 ) 
〇 県 内 企業 の 外国 人 留学 生 等 の 受入 れ が 進む よう 、 外 国人 留学 生 等 の 雇用 に 
事項 や 関係 法令 に 係る セミ ナー を 開催 し ます 。 

〇 外国 人 留学 生 等 の 県 内 就職 志向 が 高まる よう 、 イ ンタ ー ン シッ プ 写 外国 人 県 

手 社員 等 と の 交流 会 等 を 実施 し ます 。 

〇 外国 人 留学 生 等 を 対象 と し た 県 内 企業 訪問 や キャ リア フェ ア 等 を 実施 し ます 。 














関す る 



































民 等 の 若 























エ 多 言 語 に より 地域 で 外国 人 県 民 等 の 生活 を 支え る 人 材 の 育成 

外国 人 県 民 等 は 、 行 政 手続 き 等 様々 な 生活 の 場面 で 日 本 語 を 必要 と し ます 。 ま た 、 
に は 、 外 国人 県 民 等 の ほか 外国 人 観光 客 が 災害 弱者 と な る こと が 懸念 され ます 。 
この よう な 事態 に 対応 する た め 、 通 訳 ボ ラン ティ ア 等 の 人 材 育成 を 進め ます 。 

※ 災害 時 多 言語 サポ ー タ ー や 日 本 語 サ ポー ター、 医 療 通訳 スタ ッ フ 等 の 多 言語 に より 地域 で 外国 人 県 民 等 の 生活 を 支え 

る 人 材 の 総称 。 

(取組 内 容 の 例 ) 

〇 県 内 各地 域 に お いて 必要 数 を 確保 で きる よう 、 通 訳 ボ ラン ティ ア 等 の 育成 ・ 登 録 に 取 

り 組 み ま す 。 

〇 実際 の 現場 や 災 

に よる 資質 向上 





災害 
ッ < 震 















































/> 








時 等 に 確実 に 対応 で きる よう 、 通 
ます 。 


EpalP 個 共に 生活 で きる 地域 づく り 


外国 人 労働 者 を は じ め と する 外国 人 県 民 等 が 安心 し て いき いき と 生活 で きる 地域 づくり に 
取り 組み ます 。 


訳 ボ ラン ティ ア 等 の 訓練 や 研修 等 


に 努め 
































目 谈 。 


・ 情 報 提供 体制 の 充実 ・ 強 化 
の な 相談 に ワン スト ッ プ 窓口 と し て 対応 する 「 い わ て 外国 人 県 民 

談 ・ 文 援 セ ンタ ー」 の 周知 と 機能 充実 に 取り 組み ます 。 
外国 人 県 民 等 に と っ て 必要 な 在留 資格 、 医 療 、 労 働 な どの 情報 に つい て 、 
い 日 本 語 や 多 言 語 で 作成 し た 資料 の 積極 的 な 活用 を 促す と と も に 


ア 






































日 談 






































国 等 が や さ し 
、 1 CT の 活用 に よる 情 














王 き ミ 五 


F ゴ ロロ 
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報 提供 体制 の 強化 に 努め ます 。 


(取組 内 容 の 例 ) 
〇  「 い わ て 外国 人 県 民 相 談 ・ 支 援 セ ンタ ー」 及 び 市 町 村 等 に お ける 外国 人 相談 に つい て 
周知 を 図る と と も に 、 個 別 化 ・ 専 門 化 する 相談 に 対応 する 専門 機関 と の 連携 を 強化 し 、 

外国 人 相談 支援 体制 の 充実 を 図り ます 。 

〇 。 「 い わ て 人 外国 人 県 民 相談 ・ 支 援 セ ンタ ー」 に よる 巡回 相談 や 企業 訪問 を 実施 し ます 。 
〇 地域 に お ける 外国 人 県 民 等 の 支援 者 (民生 ・ 児 童 委員 な ど ) に 対し 、 外 国人 県 民 等 に 
と っ て 必要 な 生活 情報 等 を 提供 する と と も に 、 支 援 者 に よる 説明 ・ 周 知 を 行い ます 。 
〇 や さ し い 日 本 語 や レビ ふり 、 多 言語 な ど に より わか りや すく 行政 ・ 生 活 情 報 が 提供 さ 
れる よう に 、 情 報 を 提供 する 側 の 意識 向上 を 図る と と も に 、 や さ し い 日 本 語 に よる 表 
方 法 等 に つい て の 情報 提供 な ど を 行い ます 。 

〇 国 や 県 、 関 係 機関 等 が 既に 多 言語 等 で 作成 、 提 供し て いる 在留 資格 、 医 療 、 労 働 等 の 
行政 ・ 生 活 情報 に つい て 、SNS 等 を 用 いて 積極 的 な 周知 及び 活用 を 図り ます 。 

〇 道路 や 公共 交通 機関 の 案内 標識 等 へ の 多 言語 億 記 や ピク ト グ ラ ム ※ を 活用 し た わか り 
や すい 表記 に 努め る と と も に 、 和 観光 庁 の 策定 し た 「 観 光 立 国 実現 に 向け た 多 言語 対応 の 
改善 ・ 強 化 の た め の ガ イ ドラ イン 」 を 踏ま えた 観光 関連 施設 の 多 言語 化 に 取り 組み ます 。 
※ 一 般 に 「 絵 文字 」「 絵 単語 」 な ど と 呼ば れん 、 何 ら か の 情報 や 注意 を 示す た め に 表示 され る 視覚 記号 (サイ ン ) の 一 つ 。 
〇 通訳 ボラ ンティア 等 の 派遣 等 に つい て 広く 周知 し 、 そ の 活用 を 促進 し ます 。 

〇 岩手 県 居住 支援 協議 会 を 通じ 、 外 国人 県 民 等 の 住宅 確保 要 配 慮 者 に 対し て 、 住 宅 確保 
要 配 慮 者 円 滑 入居 賃貸 住宅 へ の 入居 支援 を 行い ます 。 
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イ 防災 ・ 医 療 支 援 体制 の 構築 支援 
災害 時 に は 、 外 国人 県 民 等 の ほか 、 外 国人 観光 客 が 災害 弱者 と な る こと が 懸念 され る た 
め 、 多 言語 や や さ し い 日 本 語 な ど で 適 切な 情報 提供 ・ 発 信 、 避難 誘導 等 が 行わ れる 環境 を 
整備 し ます 。 
また 、 医 療 機 関 受 診 時 等 に お いて 、 難 解 な 医療 用 語 、 医 療 シ ステ ム や 文化 慣習 の 違い な 
ど に つい て 人 外国 人 県 民 等 が 理解 し 、 適 切 に 医療 を 受け られ る 体制 づく り を 進め ます 。 



















































































(取組 内 容 の 例 ) 
〇 多 言語 等 に よる 防災 情報 の 提供 、 防 災 訓 練 情報 の 外国 人 県 民 等 へ の 周知 な ど を 行い ま 



































〇 災害 時 多 言語 サポ ー タ ー 等 を 活用 し た 多 言 語 に よる 情報 提供 等 の 支援 体制 の 充実 を 

図る と と も に 、 災 害 発生 時 を 想定 し た 実践 的 な 対応 訓練 を 行い ます 。 

〇 国人 有 入信 ん で いる 華人 取 電 を 呈す る な ど 、 受入 体制 
の 整備 を 進め ます 。 

〇 医療 通訳 スタ ッ フ 等 * の 育成 や I CT を 活用 し た 受診 支援 な どの 体制 整備 を 行い ます 。 
※ 外国 人 県 民 等 の 医療 機関 受診 時 に 多 言語 に より 通訳 支援 を 行う 人 材 。 
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〇 医療 ・ 子 育て ・ 福 祉 等 の 情報 ( 例 : 予防 接種 な ど ) を 外国 人 県 民 等 に 伝え る た め 、 各 
市 町 村 で 共有 可能 な フォ ー マ ッ ト 等 の 作成 ・ 周 知 を 行い ます 。 














ウ 日 本 語学 習 の 支援 
国籍 や 民族 の 異な る 人 々 が 、 地 域 づ くり の パー トナ ー と し て 共に 暮らし て いく た め に は 
互い に 円 滑 に コミ ュ ニ ケー ショ ン が で きる こと が 必要 で す 。 
う し た コミ ュ ニ ケー ショ ン に 使わ れる 言語 は 日 本 語 が 主 と な り ま す が 、 外 国人 県 民 等 

の 中 に は 日 本 語 能 力 が 十分 で は な い 人 も 多く いま す 。 ま た 、「 話 し 言葉 」 は 理解 で きる も 
の の 、「 読 み 書 き 」 が 不得 手 な ど 、 日 本 語 能 力 の 違い も 見 受け られ ます 。 

この こと を 踏ま え 、 外 国人 県 民 等 の 日 本 語学 習 の 機会 を 提供 する と と も に 、 そ れ ぞ れ の 
日 本 語 能 力 に 合わ せ て 対応 で きる よう 指導 内 容 の 充実 を 図り ます 。 








































































































(取組 内 容 の 例 ) 

〇 外国 人 県 民 等 に 住民 票 の 届出 等 の 機会 を 捉え 、 日 本 語 教 室 の 開催 情報 を 提供 し ます 。 
〇 日 本 語 教室 が 設置 され て いな い 地 域 に お ける 教室 の 開設 支援 や 、 既 存 の 教室 に お ける 
日 本 語 能 力 に 対応 し た 指導 内 容 の 充実 等 に 向け た 取組 を 行い ます 。 
〇 地域 に お ける 日 本 語 教室 が 、 関 係 機関 と の 連携 ・ 協 力 に より 円 滑 に 運営 され る よう 支 
援 し ます 。 

〇 日 本 語 サ ポー ター の 義成 や 活用 、 I CT を 活用 し た 日 本 語学 習 コ ン テ ン ツ の 普及 、 多 
言語 版 学習 教材 の 活用 な ど 、 よ り 効 果 的 な 指導 に 向け た 取組 を 行い ます 。 






















































































エ 外国 人 県 民 等 が 活躍 で きる 地域 で の 場 づ くり 
外国 人 県 民 等 を 地域 で 生活 し て いく 仲間 と し て 受け 入れ 、 共 に 地域 づく り に 取り 組ん で 
いく た め の 国 際 理 解 や 優良 事例 学習 な どの 取組 を 推進 し ます 。 









































(取組 内 容 の 例 ) 
〇 市 町 村 や 国際 交流 協会 、 地 域 住民 、 留 学 経験 者 、 外 国人 県 民 等 を 対象 と する 国際 理解 
や や 多 文化 共生 の まち づく り に 関す る 研修 会 を 開催 し ます 。 
〇 国際 交流 協会 や 国際 交流 関係 団体 と 地域 と の 連携 を 徐 に する た め 、 自 治 会 長 や 留学 経 
験 者 な ど 地 域 に お ける 多 文 化 共生 の キー パー ソン と し て の 役割 が 期待 され る 人 た ち に 
多 文化 共生 へ の 理解 を 深め て いた だ く よ う 働き か け ま す 。 
〇 外国 人 県 民 等 の 地域 活動 へ の 参加 を 促進 し 、 日 本 人 県 民 と 共に 地域 社会 を 支え て いく 
と いう 多 文 化 共生 社会 づく り の 意識 の 醸成 を 図り ます 。 















































































































































27 








3 の ja に 週 多様 な 文化 の 理解 促進 


























日 本 人 県 民 と 外国 人 県 民 等 が 互い の 文化 や 習慣 な どの 多様 性 を 尊重 し 、 同 じ 地 域 の 担い 手 























と し て 共生 し て いく た め の 理 解 促進 に 取り 組み ます 。 








ア 外国 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 へ の 対応 
日 本 の 教育 制度 を 周知 する と と も に 、 日 本 語学 習 支 援 の 必要 な 児童 ・ 生 徒 に つい て 、 














県 ・ 


市 町 村 教 育 委員 会 、 県 ・ 市 町 村 国 際 交流 協会 、 国際 交流 関係 団体 、 大 学 等 と の 連携 に より 、 











小学 校 ・ 中 学校 ・ 高 等 学校 に お ける 受入 体制 を 充実 させ ます 。 





(取組 内 容 の 例 ) 














〇 外国 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 の 教育 対応 に つい て の 事例 集 を 作成 する な ど 、 情 報 を 











共有 する 体制 を 整え ます 。 
〇 該当 校 の 教員 を 対象 と し て 、 外 国人 県 民 等 の 保護 者 の 日 本 語 能 力 に 応じ て 、 や さき 





介 























し い 























日 本 語 や 英語 等 に よる 通知 を 行う な どの 多 文化 共生 の 視点 を 取り 入れ た 研修 を 実施 
Ii 
〇 外国 人 県 民 等 の 高校 生 を 対象 と し た 奨学 金 制度 の 周知 や 活用 を 図り ます 。 



































し ま 


〇 外国 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 及 び 保 護 者 に 対し 、 様 々 な 機会 を 捉え 、 日 本 の 教育 制 


度 に つい て の 周知 を 行い ます 。 














〇 日 本 語 を 母語 と し な い 外 国人 県 民 等 で ある 生徒 の 高校 進学 を 文 援 する た め 、 多 言語 に 














よる ハン ドブ ッ ク を 活用 し な が ら 、 進 学説 明 ・ 相 談 会 を 開催 し ます 。 



































〇 外国 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 の 日 本 語学 習 を ボラ ンティア 等 の 協力 を 得 て 支 援 し ま 





す 




















す 。 


イ 多 文化 共生 に 関す る 啓発 

















多 文 化 共 生 に つい て の 理解 を 深め る た め の 基 発 を 行い ます 。 ま た 、 国 際 交 流 員 な ど を 活 















































用 し 、 多 文化 共生 の 視点 を 取り 入れ た 国際 理解 教育 を 推進 し ます 。 





(取組 内 容 の 例 ) 
































〇 多 文 化 共生 の 視点 を 取り 入れ た 国際 理解 セミ ナー の 開催 な ど 、 機 会 を 捉え て 多 文化 共 























生 に つい て の 理解 を 深め る た め の 啓 発 を 行い ます 。 




















〇 文化 的 背 明 の 異な る 人 々 と の コミ ュ ニ ケー ショ ン の 視点 を 取り 入れ た 学習 を 行い ま 





人 











〇 外国 文化 紹介 講師 派遣 な どの 機会 を 通じ し て 、 諸 外国 に 対す る 理解 を 深め る と と も に 、 




















国際 社会 へ の 関心 を 促し ます 。 
〇 多 文 化 共生 の 地域 づく り の 中 核 と な る 国際 交流 セン ター の 機能 の 充実 に 努め ます 。 
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ウ 交流 機会 ・ つ な が り づ くり 
地域 で の 生活 を 営む 中 で 、 日 本 人 県 民 と 外国 人 県 民 等 と の 交流 の 機会 を 増やし 、 コ ミュ 
ニケ ーション を 重ね な が ら お 互い の 文化 や 習慣 の 理解 を 促し ます 。 















































(取組 内 容 の 例 ) 

〇 市 町 村 等 で 行う 市 民 講座 を は じ め と する 様々 な 活動 へ の 参加 を 外国 人 県 民 等 に 呼び 
か ける と と も に 、 講 座 等 に お いて 外国 人 県 民 等 を 講師 と し て 活用 する な ど 、 相 互 理解 を 
深め ます 。 

〇 住民 票 の 届出 等 の 機会 を 利用 し て 外国 人 県 民 等 に 自治 会 な どの 情報 を 提供 する と と 
も に 、 防 炎 訓 練 な どの 地域 活動 へ の 積極 的 な 参加 を 呼び か け ま す 。 
〇 地域 に お いて 開催 する 外国 人 県 民 等 と の 交流 イベ ント 等 へ の 参加 を 日 本 人 県 民 と 外 
国人 県 民 等 に 呼び か け ま す 。 
〇 地域 が 主体 と な っ て 外国 人 県 民 等 と の 交流 機会 を 設け られ る よう 、 国 際 交 流 協会 や 国 
際 交 流 関係 団体 が 持つ ノウ ハウ の 共有 を 進め ます 。 


ja の ykE 料 LC プロ ジェ クト へ の 対応 


ILC で の 研究 開発 を 担う 人 材 の 育成 や 外国 人 研究 者 と 地域 住民 が 共生 する 多 文 化 コ ミュ 
ニテ ィ の 形成 支援 に 取り 組み ます 。 


























































































































































































































ア 研究 開発 を 目指 す 人 材 の 育成 
持続 的 に I し C プ ロジ ェクト を 推進 する た め の 人 材 に つい て 、 県 ・ 市 町 村 教 育 委員 会 、 
高等 学校 ・ 大 学 等 教育 機関 、 国 内 外 の 研究 機関 と 連携 し 、 研 究 者 や 開発 者 等 の 人 材 の 育成 
を 進め ます 。 

















(取組 内 容 の 例 ) 

〇 未来 の I LC を 担う 人 材 の 育成 に 取り 組む 高校 を 「I LC 推進 モデ ル 校 」 と し て 指定 
し 、 研 究 職 の ほか 、 幅 広い 分 野 に お いて 人 材 育成 を 進め ます 。 

〇 研究 者 や 関係 機関 と 連携 し た 科学 ・ 工 学 に 関す る コン テス トト 等 を 実施 し 、 優 秀 な 取組 
を 行っ た 生徒 を 海外 の 大 型 研究 施設 へ の 研修 に 招待 し 、 生 徒 た ちの 科学 に 対す る 興味 ・ 
関心 を 深め 、I LC を 担う 人 材 の 育成 を 図り ます 。 

〇 ILC を 活用 し た 科学 教育 水準 の 向上 を 目指 し た 「I 工 C 教 育 プ ログ ラム 」 を まとめ 、 
より 専門 的 ・ 体 験 可能 な プロ グラ ム の 提供 を 通じ し て 、I し LC に 携わる 研究 も 含め た 国内 
外 や 地域 社会 の 様々 な 分 野 で 活躍 する 人 材 の 育成 を 目指 し ます 。 















































イ 国際 性 豊か で 便利 な 暮らし や すい コミ ュ ニ ティ の 形成 
I LC の 実現 に より 、 外 国人 研究 者 ・ 家 族 と 地域 住民 が 共生 する 多 文化 コミ ュ ニ ティ の 
形成 が 見 込ま れる こと か ら 、 研 究 者 及び 家族 の 受入 れ に 向け た 体制 整備 を 進め ます 。 
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(取組 内 容 の 例 ) 











〇 「 い わ て 外国 人 県 民 相談 

















・ 支 援 セ ンタ ー」 の 周知 と 機能 充実 を 図る ほか 、 各 種 行政 手 


h 








続き の 支援 や 多 言 語 生活 ハン ドブ ッ ク 、 多 言語 に よる 情報 提供 を 充実 させ ます 。 


〇 ILC の 立地 地域 と 連携 し 、 研 究 機関 内 に 研究 者 ・ 家 族 の 生活 支援 サー ビス を 行う 国 














際 支 援 オ フィ ス の 検討 及び 設置 を 進め ます 。 





〇 外国 人 研究 者 の 子弟 等 の 受入 れ 





に 向け た 教育 環境 の 整備 を 進め ます 。 
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6 各 主 体 の 役割 (県 民 が 一 体 と な っ た 多 文化 共生 社会 の 実現 ) 
多 文化 共生 の 課題 は 、 様々 














な 分 野 に わた る 課題 で や り 、 また 、 県 民 一 人 ひと り の 意識 づく 

















り が 何より 重要 で す 。 
多 文 化 共生 社会 の 実現 に 当たっ て は 、 県 と 市 町 村 と の 連携 を 図る と と も に 、 県 や 市 町 村 、 
国際 交流 協会 、 国 際 交 流 関係 団体 、 企 業 ・ 関 係 機関 団体 、 大 学 、 学校 、 県 民 ・ 自 治 会 等 が 協 











力 し 合い 、 それ ぞ れ の 役割 を 十分 に 果たし な が ら 一 体 と な っ て 、 地域 全体 の 課題 と し て 取り 
組ん で いく こと が 必要 で す 。 

この た め 、 県 は 、 本 プラ ン に 基づき 、 全 県 的 視野 か ら 広 域 的 な 課題 へ の 対応 、 先 導 的 な 取 
組 な ど を 推進 する と と も に 、 関 係 主 体 そ を それぞれ が 連携 し て 期待 され る 役割 を 十分 に 担える よ 
う 必 要 な 支援 を 行い ます 。 














【 県 の 主 な 役割 の 例 】 














施策 の 方 向 主 な 役割 の 例 
1 地域 に 頁 献 す る 人 | (地域 の 国際 化 に 貢献 する 人 材 の 育成 ) 
材 の 育成 と 定着 ・ 人 材 育成 に 向け た 情報 共有 
高校 生 を 対象 と し た 雲南 省 や 北米 へ の 海外 派遣 、 雲南 省 か ら の 
中 学生 受入 れ 等 の 実施 
「 い わ て グロ ー カ ル 人 材 育 成 推進 協議 会 」 へ の 参画 促進 
学生 の 海外 留学 支援 の 実施 


(産業 の 国際 化 に 頁 献 する 人 材 の 育成 ・ 活 用 ) 
海外 販路 拡大 の た め の 商 談 会 や バイ ヤー 招 聴 等 の 実施 
(外国 人 留学 生 等 の 定着 ) 
企業 向け セミ ナー や 企業 ガイ ダン ス 、 企 業 訪問 の 企画 ・ 実 施 
( 多 言語 に より 地域 で 外国 人 県 民 等 の 生活 を 支え る 人 材 の 育成 ) 
通訳 ボラ ンティア 等 の 育成 ・ 登 録 、 資 質 向上 
2 共に 生活 で きる 地 | (相談 ・ 情 報 提供 体制 の 充実 ・ 強 化 ) 
域 づ くり ・ 「 い わ て 外国 人 県 民 相 談 ・ 支 援 セ ンタ ー」 及 び 市 町 村 等 に お け 
る 外国 人 相談 の 周知 、 外 国人 相談 支援 体制 の 充実 
・ 外国 人 相談 員 に よる 巡回 相談 
多 言語 等 に よる 情報 提供 、 提 供 ・ 活 用 支援 
SR 
既存 の 多 言 語 に よる 行政 情報 の 積極 的 な 周知 ・ 活 用 
公共 交通 機関 の 案内 標識 へ の 多 言 語 表記 及び 観光 関連 施設 の 多 
言語 表記 の 支援 
通訳 ボラ ンティア 等 の 周知 ・ 活 用 促進 
外国 人 県 民 等 の 住宅 確保 要 配 慮 者 円 滑 入居 賃貸 住宅 へ の 入居 支援 
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(防災 ・ 医 療 支 援 体 制 の 構築 支援) 
多 言語 等 に よる 防災 情報 の 提供 等 
県 内 医療 機関 の 外国 人 受入 体制 の 整備 
医療 通訳 スタ ッ フ 等 の 育成 な どの 受診 体制 整備 
多 言 語 に よる 医療 ・ 子 育て ・ 福 祉 等 の 情報 伝達 フォ ー マ ッ ト の 
作成 ・ 周 知 
(日 本 語学 習 の 支援) 
日 本 語 教 室 の 開催 情報 提供 
日 本 語 教室 の 運営 支援 
日 本 語学 習 環境 の 充実 
(外国 人 県 民 等 が 活躍 で きる 地域 で の 場 づ くり ) 
国際 理解 や 多 文化 共生 の まち づく り に 関す る 研修 会 の 開催 
外国 人 県 民 等 の 多 文 化 共 生 社 会 づく り の 意識 醸成 


NN 












































































































































3 多様 な 文化 の 理解 | (外国 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 へ の 対応 ) 
促進 ・ 教育 対応 方 法 等 の 情報 共有 体制 整備 
日 本 語 指導 者 及び 日 本 語 サ ポー ター の 指導 力 向上 
奨学 金 制度 の 周知 ・ 活 用 
高校 進学 に 係る 情報 提供 
児童 ・ 生 待 へ の 日 本 語学 習 支 援 
( 多 文化 共生 に 関す る 万 発 ) 
多 文 化 共 生理 解 の 啓発 ・ 促 進 
国際 交流 セン ター の 機能 充実 
(交流 機会 ^ つ な が り づ くり ) 
防災 訓練 等 の 実施 ・ 参 加 勧 




































































4 ILC プ ロジ ェ ク | (研究 開発 を 目指 す 人 材 の 育成 
ト へ の 対応 ・ I エ ILC 推進 モ デル 校 の 取組 に よる 人 材 育成 

関係 機関 と 連携 し た I LC を 担う 人 材 の 育成 

I LC 教育 プロ グラ ム に よる 人 材 の 育成 
(国際 性 豊か で 便利 な 暮らし や すい コミ ュ ニ ティ の 形成 ) 

「 い わ て 外国 人 県 民 相 談 ・ 支 援 セ ンタ ー」 に お ける 外国 人 相談 
支援 体制 の 充実 

多 言 語 に よる 情報 提供 の 充実 

I 上 LC の 立地 地域 と 県 が 連携 し た 国際 支援 オフ ィ ス の 設置 
外国 人 研究 者 の 子弟 等 の 受入 れ に 向け た 教育 環境 整備 
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関係 主体 それ ぞ れ に 期待 され る 役割 は 、 次 の と お り で す 。 


① 市 町村 
市 町 村 は 、 住 民 に と っ て 最も 身近 な 基礎 自治 体 と し て 、 外 国人 県 民 等 に 対し て も 各種 の 
行政 サー ビス を 提供 する な どの 重要 な 役割 を 担っ て いる こと か ら 、 地 域 の 実情 に 応じ 、 今 
後 で きる だ け 早 期 に 多 文化 共生 の 推進 に 係る 指針 等 を 策定 し 、 外 国人 県 民 等 に 対す る 支 
援 ・ 情 報 提供 ・ 啓 発 、 日 本 人 県 民 に 対す る 族 発 な どの 取組 を 推進 し て いく こと が 期待 され 
ます 。 
また 、 県 ・ 市 町 村 等 の 国際 交流 協会 、 国 際 交 流 関係 団体 、 学 校 、 地 元 企業 と の 連携 や 協 
働 を 積極 的 に 図る と と も に 、 交 流 機会 づく りや 自治 会 等 の 地域 と 外国 人 県 民 等 を つなぐ 役 
割 も 期待 され ます 。 

















【 



















































































【 市 町 村 に 期待 され る 主 な 役割 の 例 】 





施策 の 方 向 主 な 役割 の 例 





1 地域 に 貢献 する 人 | (地域 の 国際 化 に 真 献 す る 人 材 の 育成 ) 
材 の 育成 と 定着 ・ 人 材 育成 に 向け た 情報 共有 
日 本 の 歴史 文化 の 理解 増進 、 語 学力 の 向上 支援 
中 高生 を 対象 と し た 姉妹 都市 と の 海外 相互 派遣 の 実施 
「 い わ て グロ ー カ ル 人 材 育 成 推進 協議 会 」 へ の 参画 
学生 の 海外 留学 支援 の 実施 
( 多 言 語 に より 地域 で 外国 人 県 民 等 の 生活 を 支え る 人 材 の 育成 ) 
通訳 ボラ ンティア 等 の 育成 ・ 登 録 、 資 質 向 上 

































































2 共に 生活 で きる 地 談 ・ 情 報 提供 体制 の 充実 ・ 強 化 ) 
域 づ くり ・ 市 町 村 等 の 外国 人 相談 の 周知 、 外 国人 相談 文 援 体制 の 充実 
支援 者 (民生 ・ 児 童 要 員 な ど ) へ の 情報 提供 
多 言 語 等 に よる 情報 提供 、 提 供 ・ 活 用 支援 
既存 の 多 言 語 に よる 行政 情報 の 積極 的 な 周知 ・ 活 用 
公共 交通 機関 の 案内 標識 へ の 多 言語 表記 及び 観光 関連 施設 の 多 
語 表 記 の 支援 
通訳 ボラ ンティア 周知 ・ 活 用 促進 
・ 外国 人 県 民 等 の 住宅 確保 要 配 慮 者 円 消 入居 賃貸 住宅 へ の 入居 支援 
(防災 ・ 医 療 支 援 体制 の 構築 支援) 
多 言 語 等 に よる 防災 情報 の 提供 等 
医療 機関 の 外国 人 受入 体制 の 整備 
・ 医療 通訳 スタ ッ フ 等 の 育成 な どの 受診 体制 整備 
(日 本 語学 習 の 支援 
日 本 語 教室 の 開設 、 充 実 、 運 営 支援 


一 
= 
LT 
ペペ 
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(外国 人 県 民 等 が 活躍 で きる 地域 で の 場 づ くり ) 

国際 理解 や 多 文 化 共生 の まち づく り に 関す る 研修 会 の 開催 
地域 に お ける 多 文化 共生 の キー パー ソン へ の 働き か け 
外国 人 県 民 等 の 多 文化 共生 社会 づく り の 意識 醸成 
































3 











多様 な 文化 の 理解 
促進 

















(外国 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 へ の 対応 ) 
日 本 語 サ ポー ター の 指導 力 向 上 
奨学 金 制度 の 周知 ・ 活 用 
日 本 の 教育 制度 の 周知 
高校 進学 に 係る 情報 提供 
E 昔 ・ 生 徒 へ の 日 本 語学 習 支援 
(多 文化 共生 忆 关 才思 以 线 ) 
多 文化 共生 理解 の 啓発 ・ 促 進 
(交流 機会 ・ つ な が り づ くり ) 
防災 訓練 等 の 情報 提供 と 参加 勧奨 
市 民 講座 等 へ の 外国 人 県 民 等 の 参加 勧奨 と 講師 へ の 活用 
交流 機会 の 提供 ・ 参 加 和 勧奨 








加 





耳 





\ 一 
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ILC プ ロジ ェ ク 
ト へ の 対応 








(研究 開発 を 目指 す 人 材 の 育成 ) 
I LC 教育 プロ グラ ム に よる 人 材 の 育成 
(国際 性 豊か で 便利 な 暮らし や すい コミ ュ ニ ティ の 形成 ) 
多 言 語 に よる 情報 提供 の 充実 
I 上 C の 立地 地域 と 県 が 連携 し た 国際 支援 オフ ィ ス の 設置 
外国 人 研究 者 の 子弟 等 の 受入 れ に 向け た 教育 環境 整備 












































② 











県 国際 交流 協会 ・ 市 町 村 国際 交流 協会 
県 国際 交流 協会 は 、 多 文化 共生 社会 の 実現 の 推進 に 当たっ て の 本 県 に お ける 中 核 的 な 組 




















織 と し て 、 市 町 村 国 際 交 流 協会 や 国際 交流 関係 団体 な どの 取組 を 文 援 する と と も に 、 専 門 
的 知識 や ノウ ハウ 、 機 動 性 な ど を 生か し た 広域 的 な 取組 を 行う こと が 期待 され ます 。 

市 町 村 国際 交流 協会 は 、 そ れ ぞ れ の 体制 や 活動 内 容 等 が 大 きく 異な る こと か ら 、 人 的 資 
源 や 活動 状況 な どの 実情 に 応じ て 県 国際 交流 協会 、 市 町 村 、 国 際 交 流 関係 団体 等 と 連携 ・ 
協 働 し 、 地 域 の ニー ズ や 実態 を 踏ま えた 事業 の 推進 を 図る こと が 期待 され ます 。 





























【 県 国際 交流 協会 ・ 市 町 村 国 際 交 流 協 会 に 期待 され る 主 な 役割 の 例 】 











施策 の 方 向 主 な 役割 の 例 
1 地域 に 貢献 する 人 | (地域 の 国際 化 に 貢献 する 人 材 の 育成 ) 
材 の 育成 と 定着 人 材 育 成 に 向け た 情報 共有 


























語学 力 の 向上 支援 
学生 の 海外 留学 支援 の 実施 
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( 多 











多 言語 に より 地域 で 外国 人 県 民 等 の 生活 を 文 え る 人 材 の 育成 ) 
通訳 ボラ ンティア 等 の 育成 ・ 登 録 、 資 質 向上 
































(相談 ・ 情 報 提供 体制 の 充実 ・ 強 化 ) 

市 町 村 等 の 外国 人 相談 の 周知 、 外 国人 相談 支援 体制 の 充実 
支援 者 (民生 ・ 児 童 要 員 な ど ) へ の 情報 提供 

多 言 語 等 に よる 情報 提供 、 提 供 ・ 活 用 支援 
既存 の 多 言 語 に よる 行政 情報 の 積極 的 な 周知 ・ 活 用 













































































中 


CC 


ほ 記 の 支援 
通訳 ボラ ンティア 等 の 周知 ・ 活 用 促進 
・ 医 病 文 楼 体制 亿 情 染 案 文 援 ) 
言語 等 に よる 防災 情報 の 提供 等 
i ee 
医療 通訳 スタ ッ フ 等 の 育成 な どの 受診 体制 整備 支援 
(日 本 語学 習 の 支援) 
日 本 語 教室 の 開設 、 充 実 、 運 営 支 援 
(外国 人 県 民 等 が 活躍 で きる 地域 で の 場 づ くり ) 
国際 理解 や 多 文化 共 生 の まち づく り に 関す る 研修 会 の 開催 





(防災 
























































公共 交通 機関 の 案内 標識 へ の 多 言 語 表 記 及 び 観 光 関連 施設 の 多 








促進 











3 多様 な 文化 の 理 























(外国 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 へ の 対応 ) 
児童 ・ 生 徒 へ の 日 本 語学 習 支援 
( 多 文化 共生 に 関す る 啓発 ) 
多 文 化 共 生理 解 の 啓発 ・ 促 進 
国際 交流 セン ター の 機能 充実 
(交流 機会 ・ つ な が り づ くり ) 
交流 機会 の 提供 ・ 参 加 勧 在 
国際 交流 協会 や 国際 交流 関係 団体 が 持つ ノウ ハウ の 共有 





















































ト へ の 対応 





4 ILC プ ロジ ェ ク 
































(国際 性 豊か で 便利 な 暮らし や すい コミ ュ ニ ティ の 形成 ) 
多 言語 に よる 情報 提供 の 充実 
I LC の 立地 地域 と 県 が 連携 し た 国際 支援 オフ ィ ス の 設置 




















③ 国際 交流 関係 団体 
多 文 化 共生 の 取組 は 、 日 本 語 教 室 や 交流 イベ ント の 開催 な ど 、 地 域 に お いて 自主 的 に 活 











動 を 行う 国際 交流 関係 団体 に 支え られ て きま し た 。 
それ ぞ れ の 団体 の 持つ ノウ ハウ や 情報 、 人 材 、 ネ ットワーク な ど を 生か し な が ら 、 市 町 





村 、 国 際 交 流 | 
SMOS こ が 
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協会 等 と 連携 ・ 協 力 し 、 地 域 の ニー ズ を 的 確 に 把握 し た 多様 な 活動 を 展開 し 
期待 され ます 。 





【 国 際 交 流 関 係 団体 に 期待 され る 主 な 役割 の 例 】 





施策 の 方 向 


主 な 役割 の 例 














1 共に 生活 で きる 地 


域 づ くり 


(日 本 語学 習 の 支援) 
日 本 語 教室 の 開設 ・ 充 実 

(外国 人 県 民 等 が 活躍 で きる 地域 で の 場 づ くり ) 
地域 に お ける 多 文 化 共 生 の キー パー ソン へ の 働き か け 
外国 人 県 民 等 の 多 文 化 共生 社会 づく り の 意識 醸成 


















































2 多様 な 文化 の 理 


促進 

















(相談 ・ 情 報 提供 体制 の 充実 ・ 強 化 ) 
「 い わ て 外国 人 県 民 相談 ・ 支 援 セ ンタ ー」 及 び 市 町 村 等 の 外国 
人 相談 の 周知 支援 
多 言語 等 に よる 情報 提供 、 提 供 ・ 活 用 支援 
通訳 ボラ ンティア 等 の 周知 ・ 活 用 促進 支援 
至 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 へ の 対応 ) 
日 本 の 教育 制度 の 周知 
高校 進学 に 係る 情報 提供 
児童 ・ 生 徒 へ の 日 本 語学 習 支援 
( 多 文化 共生 に 関す る 啓発 ) 
多 文 化 共 生理 解 の 啓発 ・ 促 進 
(交流 機会 ・ つ な が り づ くり ) 
市 民 講座 等 へ の 外国 人 県 民 等 の 参加 勧奨 
交流 機会 の 提供 ・ 参 加 勧 奨 



































































































































④ 企業 ・ 関 係 機関 団体 

















企業 は 、 外 国人 県 民 等 の 雇用 等 に 当たっ て の 労働 関係 法令 等 の 遵守 は も と より 、 雇 用 等 
され た 外国 人 県 民 等 と その 家族 が 地域 で 安心 し て 暮らせ る よう 、 日 本 語学 習 へ の 配慮 の ほ 





か 、 地 域 や 生活 




















に 関す る ルー ル 等 の 説明 ・ 周 知 等 の 生活 に 対す る 支援 を 行う と と も に 、 地 





域 に お ける 多 文 化 共生 の 取組 に 対す る 協力 ・ 支 援 を 行う こと が 期待 され ます 。 
また 、 災 害 時 に お いて 、 こ れ ら の 外国 人 県 民 等 が 孤立 し な いよ うに 対策 を 講じ る 必要 が 


あり ます 。 























さら に 、 高 い 公共 性 を 有する 企業 に お いて は 、 利 用 者 に 向け た 情報 の 多 言 語 化 の 推進 や 、 


や やさしい 日 本 語 の 使用 に つい て の 配慮 も 期待 され ます 。 























関係 機関 団体 は 、 企 業 の 海外 展開 を 担う 人 材 育成 や 高度 外国 人 材 活用 、 技 能 実習 生 の 受 
入 体制 整備 な どの ほか 、 開 発 途上 国 に お ける ボラ ンティア 活動 の 支援 が 期待 され ます 。 
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【 企 業 ・ 関 係 機関 団体 に 期待 され る 主 な 役割 の 例 】 





施策 の 方 向 


主 な 役割 の 例 





1 


地域 に 真 献 す る 人 





材 の 育成 と 定着 


(地域 の 国際 化 に 貢献 する 人 材 の 育成 ) 
学生 の 海外 留学 支援 の 実施 
開発 途上 国 に お ける ボラ ンティア 活動 支援 
「 い わ て グロ ー カ ル 人 材 育成 推進 協議 会 」 へ の 参画 
(産業 の 国際 化 に 貢献 する 人 材 の 育成 ・ 活 用 ) 
海外 展開 を 担う 人 材 育 成 に 係る 集合 研修 や 出前 講座 等 の 実施 
高度 外国 人 材 等 の 受入 体制 整備 の 支援 
(外国 人 留学 生 等 の 定着 ) 
企業 向け セミ ナー へ の 参加 
企業 ガイ ダン ス 、 企 業 訪問 の 実施 ・ 協 力 
国人 留学 生 等 の 採用 
に より 地域 で 外国 人 県 民 等 の 生活 を 支え る 人 材 の 育成 ) 
業 員 等 の 通訳 ボラ ンティア 等 へ の 参加 



























































デ 




















KN 
TH 


ul 





2 











域 づ くり 


共に 生活 で きる 地 











以 | 茂 中 


(相談 ・ 情 報 提供 体制 の 充実 ・ 強 化 ) 
言語 等 に よる 情報 提供 、 提 供 ・ 活 用 支援 
地域 や 生活 に 関す る ルー ル 等 の 周知 
労働 関係 法令 の 順守 
外国 人 県 民 等 の 住宅 確保 要 配 慮 者 円 滑 入居 賃貸 住宅 へ の 入居 支援 
(防災 ・ 医 療 文 援 体制 の 構築 文 援 ) 
従業 員 等 が 災害 発生 時 に 迅速 な 避難 行動 が と れる よう な 配 
従業 員 等 の 医療 通訳 スタ ッ フ 等 へ の 参加 
(日 本 語学 習 の 支援) 
日 本 語 教室 の 開催 情報 提供 
従業 員 で ある 外国 人 県 民 等 の 日 本 語学 習 へ の 配慮 支援 
日 本 語学 習 環境 の 充実 
(外国 人 県 民 等 が 活躍 で きる 地域 で の 場 づ くり ) 
国際 理解 や 多 文 化 共 生 の まち づく り に 関す る 研修 会 の 参加 勧奨 
従業 員 で ある 外国 人 県 民 等 の 多 文 化 共 生 社会 づく り の 意識 醸成 
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KN 
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多様 な 文化 の 理 





促進 








( 多 文 化 共 生 に 関す る 砂 発 ) 

従業 員 等 へ の 多 文化 共生 理解 の 啓発 ・ 促 進 
(交流 機会 ・ つ な が り づ くり ) 

交流 機会 の 提供 ・ 参 加 和 勧奨 
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⑤ 


大 学 
大 学 に は 、 教 員 や 留学 生 に よる 日 本 人 県 民 、 児 
よる 外国 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 へ の 日 本 語 指 


























重 
道 7 


な ど 、 地 域 に 








・ 生 待 へ の 多 文 化 共 生 の 砂 発 、 





学 后 | 
お ける 多 文 化 共 生 の 取組 








へ の 参画 が 期待 され ます 。 


また 。 
期待 され ます 。 
さら に 








が 


留学 生 の 就職 支援 に つい て は 、 関 係 団体 な ど と 連携 し た 積極 的 な 取組 を 





、 多 文化 共生 を 推進 し て いく 人 材 を 継続 的 に 育成 し て いく と と も に 、 実 態 調査 ・ 
研究 等 で 行政 等 を 支援 する 役 書 


行う こと 











| も 期待 され ます 。 


【 大 学 に 期待 され る 主 な 役割 の 例 】 





施策 の 方 向 


な 役割 の 例 





1 


地域 
材 の 育成 と 定着 





に 真 献 す る 人 


WW 


(地域 の 国際 化 に 貢献 する 人 材 の 育成 ) 
人 材 育成 に 向け た 情報 共有 
日 本 の 歴史 文化 の 理解 増進 、 語 学力 の 向上 支援 

国際 ボラ ンティア 等 へ の 参加 支援 

学生 の 海外 留学 支援 の 実施 

(外国 人 留学 生 等 の 定着 ) 

ee ナー や 企業 ガイ ダン ス 、 企 業 訪問 の 実施 協力 
に より 地域 で 外国 人 県 民 等 の 生活 を 支え る 人 材 の 育成 ) 

ボラ ンティア 等 の 青 成 ・ 全 録 、 衣 向上 示 






























































中 强 
ロロ 





2 











域 づ くり 


共に 生活 で きる 地 


(日 人 加 0 文 援 ) 











談 ・ 情 報 提供 体制 の 充実 ・ 強 化 ) 

言語 等 に よる 情報 提供 、 提 供 ・ 活 用 支援 
地域 や 生活 に 関す る ルール 等 に つい て の 周知 
通訳 ボラ ンティア 等 へ の 参加 ・ 活 用 促進 

(防災 ・ 医 療 支 援 体制 の 構築 支援) 

言語 等 に よる 防災 情報 の 提供 等 


多 言 』 
留学 生 等 が 災害 発生 時 に 迅速 な 避難 行動 が と れる よう な 配 








= 
W 誤 | 画 珊 








DM 











N だ た 














斌 








習 環境 の 充実 支援 
N き UN くり ) 









































3 多様 な 文化 の 理 


促進 














(外国 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 1 





























日 本 語学 習 指導 者 の 養成 ・ 指 導 力 向上 
( 多 文 化 共生 に 関す る 啓発 ) 

多 文 化 共 生理 解 の 啓発 ・ 促 進 
(交流 機会 ・ つ な が り づ くり ) 

交流 機会 の 提供 ・ 参 加 勧 半 
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4 TILC プ ロジ ェ ク | (研究 開発 を 目指 す 人 材 の 育成 ) 
ト へ の 対応 ・ 関係 機関 と 連携 し た I LC を 担う 人 材 の 育成 協力 
I LC 教育 プロ グラ ム に よる 人 材 の 育成 協力 














⑥ 学校 
学校 (小学 校 ・ 中 学校 ・ 高 等 学校 ) に は 、 児 童 ・ 生 徒 に 対し て 多 文 化 共 生 の 意識 づく り 
に 資す る 教育 の 推進 の 場 と し て の 充実 が 期待 され ます 。 
また 、 外 国人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 が 在籍 し な い 場 合 で め っ て も 、 多 文化 共生 の 観点 
を 取り 入れ た 学習 や PTA な ども 含め た 多 文化 共生 の 意識 づく りな どの 役割 が 期待 され 
ます 。 


















































【 学 校 に 期待 され る 主 な 役割 の 例 】 


























施策 の 方 向 主 な 役割 の 例 
1 地域 に 真 献 す る 人 | (地域 の 国際 化 に 真 献 す る 人 材 の 育成 ) 
材 の 育成 と 定着 ・ 日 本 の 歴 更 文化 の 理解 増進 、 語 学力 の 向上 支援 








生徒 の 海外 派遣 研修 へ の 参加 支援 




















2 共に 生活 で きる 地 | (相談 ・ 情 報 提供 体制 の 充実 ・ 強 化 ) 
域 づ くり ・ PTA 等 を 含め た や さ し い 日 本 語 や や 多 言語 等 に よる 情報 提供 
(防災 ・ 医 療 文 援 体制 の 構築 文 援 ) 
外国 人 県 民 等 で ある 児童 ・ 生 徒 へ の 必要 な 情報 や 制度 の 周知 の 
ほか 、 災 害 発 生 時 に 迅速 な 避難 行動 が と れる よう な 配慮 
(日 本 語学 習 の 支援) 
日 本 語学 習 支 指導 及び 学習 環境 の 充実 































































































3 多様 な 文化 の 理解 | (外国 人 県 民 等 NAM 
促進 ・ 児童 ・ 生 徒 へ の 日 本 語 き 選 指 導 及 び 学 ) 選 環 境 の 充実 
( 多 文化 共生 に 関す る 啓発) 
多 文化 共生 理解 の 啓発 ・ 促 進 
(交流 機会 ・ つ な が り づ くり ) 
変 流 機会 の 提供 ・ 参 加 和 勧奨 





















































4 TLC プ ロジ ェ ク | (研究 開発 を 目指 す 人 材 の 育成 ) 

ト へ の 対応 ・ ILC 推 進 モ デル 校 の 取組 に よる 人 材 の 育成 協力 
関係 機関 と 連携 し た I LC を 担う 人 材 の 育成 協力 
I LC 教育 プロ グラ ム に よる 人 材 の 育成 協力 

















⑦ 県 民 ・ 自 治 会 等 
県 民 は 、 交 流 機会 へ の 参加 な ど に よる 相互 理解 や 、 共 に 地域 を 支え て いく パー トナ ー と 
し て の 意識 づく り 、 外国 人 県 民 等 の 身近 な 支援 者 と し て の 行動 な ど が 期待 され ます 。 また 、 
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外国 人 県 民 等 と の コミ ュ ニ ケー ショ ン を 重ね な が ら 国 際 感 覚 を 養う と と も に 、 異 文化 に 対 
する 理解 を 深め 、 グ ロー バル な 視点 を 持つ こと が 期待 され ます 。 
自治 会 等 は 、 地 域 づ くり に お ける 基礎 的 な 団体 で す 。 外 国人 県 民 等 も 参加 し や すい 自治 























会 等 の 活動 に 配慮 する と と も に 、 外 国人 県 民 等 に 対す る 活動 へ の 参加 の 呼び か け 、 外 国人 







































































県 民 等 の 身近 な 支援 な どの 役割 が 期待 され ます 。 


【 県 民 ・ 自 治 会 等 に 期待 され る 主 な 役割 の 例 】 





施策 の 方 向 


主 な 役割 の 例 





1 地域 に 真 献 する 人 





材 の 育成 と 定着 





(地域 の 国際 化 に 真 献 す る 人 材 の 育成 ) 
日 本 の 歴史 文化 の 理解 増進 、 語 学力 の 向上 へ の 取組 
海外 派遣 研修 、 留 学 等 の 国際 関連 事業 等 へ の 参加 
国際 ボラ ンティア 等 へ の 参加 
( 多 言語 に より 地域 で 外国 人 県 民 等 の 生活 を 支え る 人 材 の 育成 ) 


ーー 


通訳 ボラ ンティア 等 へ の 参加 









































2 共に 生活 で きる 地 


域 づ くり 














(相談 ・ 情 報 提供 体制 の 充実 ・ 強 化 ) 
外国 人 県 民 等 に 対す る 情報 提供 へ の 協力 
地域 や 生活 に 関す る ルー ル 等 の 周知 へ の 協力 
通訳 ボラ ンティア 等 の 周知 ・ 活 用 促進 へ の 協力 
(防災 ・ 医 療 支 援 体制 の 構築 支援 ) 
多 言語 等 に よる 防災 情報 の 提供 等 へ の 協力 
(外国 人 県 民 等 が 活躍 で きる 地域 で の 場 づ くり ) 
国際 理解 や 多 文化 共生 の まち づく り に 関す る 研修 会 へ の 参加 ・ 
参加 勧奨 
外国 人 県 民 等 の 多 文化 共生 社会 づくり の 意識 醸成 へ の 協力 




























































































3 多様 な 文化 の 理 











促進 











( 多 文 化 共 生 に 関す る 産 発 ) 

多 文 化 共 生理 解 の 啓発 ・ 促 進 へ の 協力 
(交流 機会 ・ つ な が り づ くり ) 

自治 会 情報 や 交流 機会 の 提供 ・ 参 加 勧 奨 


交流 機会 へ の 参加 









































※ 「 主 な 役割 の 例 」 は 、 各 主体 の 役割 を イメ ー ジ する た め の 例 で す 。 多 文 化 共 生 の 取組 は 、 





地域 の 実情 に 応じ て 各 主 体 が 連携 ・ 協 力 し 合い な が ら 進 め て いく 取組 で ある こと か ら 、 役 割 が 

















固定 され な い 場合 や 複数 の 主体 が 同じ 役割 を 担う 場合 が 考え られ ます 。 
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資料 1 多 文 化 共生 に 関す る 県 民意 識 調査 結果 の 概要 





この 調査 結果 は 、 県 が 各種 アン ケー ト へ の 協力 を お 願い し て いる 希望 卿 いわ て モニ ター の 
方 々 に 多 文化 共生 に 関す る アン ケー ト 調 査 に 回 答 い た だ き 、 集 計 し た 結果 の 概要 で す 。 











調査 地域 岩手 県 全域 
調査 対象 令 和 元 年 度 希望 卿 いわ て モニ ター 
標 本 数 259 名 




















調査 設計 | 調査 方 法 | 調査 紙 郵送 及び イン ター ネッ ト 
調査 時 期 | 平成 31 年 4 月 10 日 ( 水 ) こ 4 月 24 日 (水 ) 
調査 主体 | 岩手 県 (政策 地域 部 国際 室 ) 

回 収 結果 有効 回 答 数 209 名 

















有効 回 収 率 81. 6% 





【「 多 文化 共生 」 の 認知 度 】 
間 1 「 多 文化 共生 」 と いう 言葉 を ご 存 知 で し た か 。 





④ 不 明 , 0.5% 


① 知 っ て いる , 
33.5% 


⑧ 知 ら な い , 36.4% 7 





② 聞 いた こと は あ 
る が 、 内 容 は 分 か 
ら な い , 29.7% 








| 〇 「 知 っ て いる 」 と 符 え た 人 の 割合 は 、 全 体 の 33.5% に と ど ま っ て いる 。 
| 〇 「 知 っ て いる 」 と 答え た 人 と 「 聞 いた こと は ある が 、 内 容 は 分 か ら な い 」 と 答え た 人 を 足し た 割合 は 、 全 
体 の 63.296 と 半分 以上 を 占め て いる 。 


生ま っ ご 
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く 参 考 : 過去 の 調査 結果 と の 比較 > 


























































































































L1 | 


「 
0% 10% 20% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 


国 ① 知 っ て いる ロ ② 聞 いた こと は ある が 、 内 容 は 分 か ら な い = ミ ③ 知 ら な い 四 四 不 明 











『 〇 「 知 っ て いる 」 と 答え た 人 の 割合 は 、 平成 26 年 度 調査 か ら 13.0% 増 加 し 、 こ れ ま で で 最多 の 割合 に 上 っ : 











示 





| 〇 「 知 ら な い 」 と 等 え た 人 の 割合 は 、 平 成 26 年 度 調査 か ら 18. 1% 減 少し た 。 


【「 多 文化 共生 」 の 認知 度 】 
問 2 岩手 県 民 が 外国 人 と 接する 機会 が 増え て いる と 感じ ます か 。 


⑤ 分 か ら な い , 1.4% 


④ 全 く 感じ な い , 3.4% 
① 強 く 感 じ て い る , 
20.2% 


























③ 余 り 感 じ な い , 
23.6% 


② ど ちら か と 言え ば 
回 答 者 :208 名 感じ て いる , 51.4% 
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| 主 に 換 し て いる 外国 人 
ii 0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 








T T T T 


東日本 大 震 炎 津波 の 復興 支援 ボラ ンティア 峡 2.1% 
工場 な ど に 勤務 する 


語学 教師 な ど 、 身 の 周 り で 就労 し て いる 外国 人 上 
配偶 者 と し て 来 日 し た 外国 人 証 画 画策 /.9% 


長期 間 (10 年 以上 ) 住 ん で いる 外国 人 凡 2.1% 
SER その 他 軸 請 国 6.4% 






































【 外 国人 住民 に つい て の 意識 】 
問 3 外国 人 住民 が 増え る こと に つい て どの よう に 思い ます か 。 


⑤ 分 か ら な い , 
5.8% - 
SN 由 常 信良 UE も 


| 


\ だ と 思う , 11.7% 
懸念 や 不安 が ング N 
ある , ーー / 2 


三 


NE の 


と は 思わ な い , ーー 
3 の ② ど ちら か と 言え 


ば 良い こと だ と 思 
う , 53.9% 











〇 外国 人 住民 が 増え る こと に つい て 好意 的 に 答え た 人 (「 非 常に 良い こと だ と 思う 」 又 は 「 ど ちら か と 言え 
ば 良い こと だ と 思う 」 と 答え た 人 ) の 割合 は 、65.6% と 過半 数 を 超え て いる 。 

〇 外国 人 住民 が 増え る こと に つい て 消極 的 に 答え た 人 (「 余 り 良 いこ と だ と は 思わ な い 」 又 は 「 懸 念 や 不安 
が ある 」 と 答え た 人 ) の 割合 は 、28.6% に 上 っ て いる 。 


























く 参 考 : 過去 の 調査 結果 と の 比較 > 


平成 26 年 度 





































































































































































































0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 





還 ① 非 常に 良い こと だ と 思う ロ ② ど ちら か と 言え ば 良い こと だ と 思う 回 ③ 余 り 良 いこ と だ と は 思わ な い 
還 ④ 懸 念 や 不安 が ある 四 ⑤ 分 か ら な い 











〇 外国 人 住民 が 増え る こと に つい て 好意 的 に 答え た 人 (「 非 常に 良い こと だ と 思う 」 又 は 「 ど ちら か と 言 
ば 良い こと だ と 思う 」 と 答え た 人 ) の 割合 は 、 平 成 26 年 度 調査 か ら 8. 3% 減 少し た 。 

〇 消極 的 に 答え た 人 (「 余 り 良い こと だ と は 思わ な い 」 又 は 「 懸 念 や 不安 が ある 」 と 答え た 人 ) の 割合 は 、 
これ まで で 最多 の 割合 に 上 っ た 。 
































【 外 国人 住民 に つい て の 意識 】 
( 問 3 で ① 非 常に 良い こと だ と 思う 又は ② ど ちら か と 言え ば 良い こと だ と 思う と 回 答 し た 方 へ の 質問 ) 
問 3 一 2 地域 に 外国 人 が 増え る こと で 、 ど ん な こと を 期待 し ます か 。 


5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 





① 外国 人 と の 交流 の 機会 が 増え る こと 20.5% 
② 国際 8 な 感覚 を 持っ た 人 材 が 増え る こと 


③ 外国 人 技術 者 ・ 労 働 者 が 増え 、 地域 経済 が 発展 する こと 


④ 外国 の 生活 習慣 ・ 文化 を 知る こと が で きる こと 


⑤ 外国 語 に 触れ る 機会 が 増え る こと 





⑯ 日 本 の 文化 が 外国 人 に 広まる こと 


②⑦ その 他 






































8 地域 に 外国 人 が 増え る こと で 、 外 国人 と の 交流 機会 や 国際 的 な 感覚 を 持っ た 人 材 の 増加 が 特に 期待 され て 

















く 参 考 : 過去 の 調査 結果 と の 比較 > 


5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 





① 外 国人 と の 交流 の 機会 が 増え る こと 
で 
② 国 際 8 和 J な 感覚 を 持っ た 人 材 が 増え る こと 
③ 外 国人 技術 者 ・ 労 働 者 が 増え 、 地域 経済 が 発展 する こと 


③④ 外国 の 生活 習慣 ・ 文 化 を 知る こと が で きる こと 





⑤ 外 国語 に 触れ る 機会 が 増え る こと 





⑥ 日 本 の 文化 が 外国 人 に 広まる こと 




















国平 成 18 年 度 国平 成 26 年 度 画 令 和 元 年 度 


























〇 今回 を 含む 4 回 の 調査 の 中 で 、 国 際 的 な 感覚 を 持っ た 人 材 が 増え る こと に 期待 する 割合 が ] 
今回 の 調査 が 初め て 。 

〇 外国 人 技術 者 ・ 労 働 者 が 増え 、 地 域 経済 が 発展 する こと に 対す る 期待 が 高まっ て いる 。 

〇 調査 の 回 を 追う ご と に 、 外 国 の 生活 習慣 ・ 文 化 を 知る こと へ の 期待 の 割合 が 低く な っ て いる 。 





最も 高い の は 、 
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【 外 国人 住民 に つい て の 意識 】 
( 問 3 で ③ 余 り 良 いこ と だ と は 思わ な い 又 は ④ 懸 念 や 不安 が ある と 回 答 し た 方 へ の 質問 ) 
画 導 WS この うき と る し だ たり 1200NNS WU SO 


的 な 信条 や 信念 外国 人 に 良い イメ ー ジ 

站 人 を 持っ て いな いこ と , 

3.4% rem 1.7% 

OM 生活 習慣 の 違い に よ 

る トラ ブル が 発生 する 
こと , 39.0% 


日 本 人 の 雇用 が 悪化 
する こと , 15.3% 


事件 ・ 犯 罪 の 増加 や 
治安 が 悪化 する こと , 














く 参 考 : 過去 の 調査 結果 と の 比較 > 
0% 4.0% 


平成 26 年 度 





令 和 元 年 度 






































二 


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 


因 ① 事 件 ・ 犯 琲 の 増加 や 治安 が 悪化 する こと 曰 の 日 本 人 の 雇用 が 悪化 する こと 
ロ ③ 生 活 習 慣 の 違い に よる トラ ブル が 発生 する こと 外 ④ 外 国人 に 良い イメ ー ジ を 持っ て いな いこ と 
因 ⑤ 基 本 的 な 信条 や 信念 の 違い を 認め る こと 田 ⑥ そ の 他 








〇 事件 ・ 犯 罪 の 増加 や 治安 が 悪化 する こと に 対す る 懸念 や 不安 が 、 平 成 26 年 度 か ら 16. 7 交 不 少し て いる 。 | 
〇 日 本 人 の 雇用 が 悪化 する こと へ の 懸念 ・ 不 安 が 0% か ら 15.39% に 増加 し 、 生活 習慣 の 違い に よる トラ ブル 
が 発生 する こと へ の 懸念 ・ 不 安 が 3.0% 増 加 し て いる 。 

















【 外 国人 住民 と の つき あい 】 
問 4 あな た は 現在 、 地域 に 暮らす 外国 人 と どの よう な 付き 合い が あり ます か 。 ま た 、 今 後 ど 
の ON し (いき だ いと MVUS 7 の 


0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 








トリ 
OS IISSSSSSSSESGS 


② お 祭り な ど 地 域 行事 で 一 緒 に な る 
スポ ー ツ や 文化 活動 を 共に する 
④ 友 人 と し て 付き 合う 

⑤ 家 族 同 様 に 親しく 付き 合う 

⑯ 全く 付き 合わ な い 


②⑦ 近 くに 住ん を で いな い ・ 分 か ら な い 


























加 现在 邊 今後 





| 〇 現状 と し て 、I 近 くに 住ん で いな い ・ 分 か ら な い 」 と 回 答 し た 人 が 最も 多く 、 全体 の 34. 3% を 占め て いる 。 
〇 今後 の 付き 合い に つい て 、「 お 祭り な ど 地 域 行事 で 一 緒 に な る 」「 ス ポー ツ で 文化 活動 を 共に する 」「 友 
人 と し て 付き 合う 」 の 3 項目 の 割合 が 、 現 在 と 比べ て 高く な っ て いる ほか 、「 全 く 付き 合わ な い 」 と 回 答 し | 

た 人 の 割合 が 現在 と 比べ て 大 きく 減少 し て いる こと か ら 、 外 国人 と の 交流 に 対し て 積極 的 な 姿勢 が 見 て と れ 















































ヽ の 
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【 外 国人 住民 に 期待 する こと 】 


問 5 外国 人 住民 と 共に 暮らし や すい 社会 に する た め に 、 外 国人 住民 に どの よう な こと を 期待 


0 


0.0% 


50.0% 





① 日 本 の 法律 、 生活 ルー ル 、 習慣 を 守っ て 欲し い 


② 日 本 語 や 日 本 の 文化 な ど を 学ん で 欲し い 


⑨⑧ 挨 拶 や 言葉 を 交わ し て コミ ュ ニ ケー ショ ン を と っ て 欲し い 


④ 地 域 の 活動 に 参加 し て 欲し い 


⑤ 生 活 の 中 で 感じ た こと を 提案 や 発言 し て 欲し い 


上 の 言葉 や 文化 を 教え て 欲し い 





⑦ 特 に な い 


その 他 








10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 














8.3% 








| 〇 外国 人 住民 に 期待 する こと と し て 、 「 日 本 の 法律 、 生 活 ル ー ル 、 習 慣 の 順守 」 を 回 答 す る 割合 が 過半 数 近 





く を 占め て いる 。 


く 参 考 : 過去 の 調査 結果 と の 比較 > 


平成 26 年 度 








令 和 元 年 度 

















cA 
2 

















> 


SN 








0% 10% 20% 


因 ① 日 本 の 法律 、 生活 ルー ル 、 習慣 を 守っ て 欲し い 


40% 


50% 60% 70% 80% 90% 


曰 ② 日 本 語 や 日 本 の 文化 な ど を 学ん で 欲し い 





ロ ③ 挨 拶 や 言葉 を 交わ し て コミ ュ ニ ケー ショ ン を と っ て 欲し い 回 ④ 地 域 の 活動 に 参加 し て 欲し い 


還 ⑤ 生 活 の 中 で 感じ た こと を 提案 や 発言 し て 欲し い 
回 ⑦ 特 に な い 
ョ ⑨ 不 明 ・ 無 回 答 











是 ⑥ 外 国 の 言葉 や や 文化 を 教え て 欲し い 
度 ⑨ そ の 他 
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【 多 文化 共生 の た め に し た いこ と 】 
間 6 外国 人 住民 と 共に 暮らし や すい 社会 に する た め に 、 あ な た は どの よう な こと が し た いで 
すか 。 


5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 





① 外 国 の 文化 や 生活 習 翌 な ど を 理解 し た い 


② 外 国語 を 学び た い 





③ 自 分 か ら 外 国人 に 語 し か ける よう に し た い 











⑳ 日 本 人 住民 と 外国 人 住民 が 交流 する 行事 な ど が あれ ば 参加 し た い 

⑤ 地 域 や 職場 ・ 学 校 な ど 普段 の 生活 の 中 で 交 演 したい 

身近 な 場 で 相談 に 乗り た い 

⑦ 外 国人 が 日 本 の 生活 ルー ル や 習慣 、 文化 の 違い な ど を 学 必 手 助 す + を し た い 軸 還 I 記 計 記 認 記 語 証 証 証 記 証 記 証 証 15.4% 
外国 人 が 日 本 語 を 学ぶ 手助け ナ を し た い 軒 還 | 主 尋 5.2% 




















⑨ 何 も し た く な い a 2.0% 








答 の 割合 が 最も 高く な っ て いる 。 








く 参 考 : 過去 の 調査 結果 と の 比較 > 


5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 








国 の 文化 や 生活 習 憎 な ぉ ど を 理解 し た い 


⑫ 外 国語 を 学び た い 


③ 自 分 か ら 外 国人 に 語 し か ける よう に し た い 


⑳ 日 本 人 住民 と 外国 人 住民 が 交流 する 行事 な ど が あれ ば 参加 した い 


⑤ 地 域 や 職場 ・ 学 校 な ど 普段 の 生活 の 中 で 交 演 っ た い 


⑮ 身 近 な 場 で 相談 に 乗り た い 


⑦ 外 国人 が 日 本 の 生活 ル 一 ル や 習慣 、 文化 の 違い な ど を 学ぶ 手助け を し た い 


⑱ 外 国人 が 日 本 語 を 学ぶ 手助け を し た い 





⑨ 何 も し た く な い 
2.0% 


⑩ そ の 他 m 
0.4% 























国平 成 26 年 度 图 令 和 元 年 











| 〇 「 外 国 の 文化 や 生活 習慣 の 理解 」 と 回 答 と し た 割合 が 増加 し て いる 一 方 、「 日 本 人 住民 と 外国 人 住民 が 交 
流す る 行事 な ど に 参加 し た い 」 と 回 答 し た 割合 は 減少 し て いる 。 




















【I LC に 期待 する 効果 】 
間 7 ILC の 実現 に より 、 世界 最 先端 の 研究 を 行う た め 、 海外 か ら 大 圭 の 優秀 な 研究 者 や そ 
の 家族 な ど が 本 県 に 移住 する こと が 予想 され ます が 、 こ の こと に つい て あな た は どの よう 

な 効果 を 期待 し ます か 。 


0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 





① 地 域 住民 の 国際 理解 が 進展 する こと = 14.7% 

② 地 域 住民 の コミ ュ ニ ケー ショ ン 能 力 や 国際 感覚 が 義成 され る こと 証 語 語 語 庫 語 語 EEE 223% 
地域 の 人 口 減少 に 歯止め が か か る こと IE 

科学 技術 分 野 に お ける 教育 水準 が 向上 する こと [| os 

⑤ 雇 用 創出 な どの 経済 効果 が 生ま れる こと 証 語 語 庫 呈 1:.5% 

⑥ 研 究 成果 と 合わ せ て 、 地域 の 文化 や 魅力 が 世界 中 に 発信 れる こと 国宝 15.2x 
の 特に な 還 還 国 5% 


その 他 






































〇 LLC 実現 の 効果 と し て 、「 地 域 仁 民 の コミ ュ ニ ケー ショ ン 能 力 や 国際 感覚 が 養成 され る こと 」 が 最も 期 ! 
待 さ れ て お り 、 次 いで 、「 寿 用 創出 な どの 経済 効果 が 生ま れる こと 」 が 期待 され て いる 。 




















く 参 考 : 過去 の 調査 結果 と の 比較 > 


10.0% 














① 地 域 住民 の 国際 理解 が 進展 する こと 











② 地 域 住民 の コミ ュ ニ ケー ショ ン 能 力 や 国際 感覚 が 養成 され る こと 


③ 地 域 の 人 口 減少 に 歯止め が か か る こと 国 





④ 笠 学 技術 今野 に お ける 教育 水準 が 向上 する こと 


⑤ 雇 用 創出 な どの 経済 効果 が 生ま れる こと 








⑥ 研 究 成果 と 合わ せ て 、 地域 の 文化 や 魅力 が 世界 中 (に 発信 され る こと 


⑦ 特 に な い 


⑧ そ の 他 ee 上 























回 平成 26 年 度 時 令 和 元 年 度 














【 多 文化 共生 の た め に 必要 な 取組 】 
問 8 多 文 化 共生 社会 づくり の た め に どん な 取組 が 必要 だ と 思い ます か 。 


10.0% 15.0% 20.0% 





① 外 国人 住民 に 対し て 、 生活 の ルー ル や 習慣 、 文化 の 違い 等 を 周知 


② 生 活 相談 窓口 の 設置 な ど 、 外 国人 住民 に 対す る 相談 体制 の 充実 


③ 日 本 語 教室 の 設置 な ど 、 日 本 語 に 関す る 学習 機会 の 充実 


④ 生 活 に 必要 な 情報 (居住 、 教育 、 医疗 . 福祉 、 災害 な ど ) を 多 言 語 で 提供 


⑤ 外 国人 住民 の 自治 会 ・ 町 内 会 な ど へ の 参画 の 促進 


イベ ント の 開催 な ど 、 外 国人 と の 交流 の 場 の 設定 


② 外 国人 を 支援 する ボラ ンティア の 育成 


⑨⑧ 外 国人 住民 だ け で な く 、 外国 人 観光 客 も 積極 Bi こ 受け 入れ る な ど 、 外 国人 
と 接する 機会 の 増加 の 促進 


⑧「 多 文化 共生 」 に 関す る 意識 啓発 や 国際 理解 の 促進 


⑩ 分 か ら な い 


⑪ そ の 他 






































〇 「 生 活 の ルー ル や 習慣 、 文化 の 違い 等 の 周知 」、「 生 活 に 必要 な 情報 の 多 言語 提供 」、「 相 談 体 制 の 充実 」 
が 必要 だ と 考え る 人 の 割合 が 高い 。 
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く 参 考 : 過去 の 調査 結果 と の 比較 > 


10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 





① 外 国人 住民 に 対し て 、 生活 の ルー ル や 習慣 、 文 化 の 違い 等 を 周知 


の 生活 相 設 守口 の 設置 な ど .、 外国 人 住民 に する 相談 休 和 の 充実 UI 15.75% 





8.2 


③ 日 本 語 教 室 の 設置 な ど 、 日 本 語 に 関す る 学習 機会 の 充実 6 8966 





































































































生活 に 必要 な 情報 (居住 、 教育 医療 福祉 災 寄 など) を 放言 語 で 提供 UO OOO 195% 
“ea 的 20.1% 


⑤ 外 国人 住民 の 自治 会 ・ 町 内 会 な ど へ の 参画 の 促進 





⑥ イ ベン ト の 開催 な ど 、 外 国人 と の 交流 の 場 の 設定 


⑦② 外 国人 を 支援 する ボラ ンティア の 育成 


⑥ 外 国人 住民 だ け で な く 、 外国 人 観光 客 も 積極 的 に 受 由 11.7% 
け 入 れる な ど 、 外国 人 と 接する 機会 の 増加 の 促進 6.6% 





































































































































































































6.6% 


⑨③「 務 文化 共生 」 に 関す る 意識 啓発 や 国際 理解 の 促進 











































































































⑩⑯ 分 か ら な い 


⑪ そ の 他 




































































皿 平成 26 年 度 











〇 「 生 活 の レー ル や 習慣 、 文 化 の 違い 等 の 周知 」 が 必要 だ と 考え る 人 の 割合 が 平成 26 年 度 調査 か ら 61% 増 | 
加 し て いる 。 
〇 上 記 以 外 で 、「 生 活 に 必要 な 情報 の 多 言語 提供 」 が 必要 だ と 考え る 人 の 割合 が 依然 と し て 高い 。 
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資料 2 ブラ ン 策 定 に 当たっ て の 意見 募集 結果 
本 プラ ン の 策定 に 当たり 、 県 民 や 事業 者 、 市 町 村 等 へ の 周知 を 図る と と も に 、 広 く 意 見 を 聴 
き 、 策 定 の 参考 と する た め 、 パ ブリ ッ ク ・ コ メン ト 等 に より 意見 の 募集 を 行い まし た 。 




















1 実施 期間 
令 和 元 年 12 月 9 日 (月 ) か ら 令 和 2 年 1 月 8 日 (水 ) まで 











2 実施 方 法 及び 周知 実績 
1) 行政 情報 セン ター 及び 行政 情報 サブ セン ター (県 内 外 17 か 所 ) へ の 資料 配 
(2) 県 ホー ムペ ー ジ へ の 資料 等 掲載 
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(3③) 地域 及び 個別 説明 会 の 開催 (県 内 5 か 所 ・ 参 加 者 数 合計 36 人 ) 
| 参加 
No | 区 分 対象 日 時 ( 令 和 元 年 ) 会 場 人 数 
中 分 
1 県 央 |12/10 ( 火 ) 13 : 30~15 : 00 RE 6 人 
号室 
県 奥州 地区 合同 庁舎 
県 南 | 12/13 ( 金 ) 10 : 30~12 : 00 Mg 10 人 
地 大 会 議 室 
域 釜石 地区 合同 庁舎 
3 沿 岸 |12/11 Re 8 
沿 岸 /11 ( 水 ) 4 階 大 会 譜 室 人 
県 久慈 地区 合同 庁舎 
4 県 12/12 13 : 30~15 : 00 | 4 
県 北 /12 ( 木 ) 6 隧 大 会 议 宝 人 
個 | 岩手 県 いわ て 県 民 情 報 交 流 セ ンタ ー 
5 、 12/25 ( 水 ) 14 : 00 て 15 : 00 0 8 人 
中 | 国际 交流 协会 5 階 (国際 区 流 セン ター 内 ) 
合 計 36 人 
(4) 報道 機関 へ の 発表 




















5) 市 町 村 、 広域 振興 局 、 県 ・ 市 町 村 国 際 交 流 協 会 、 国際 交流 関係 団体 、 大 学 な ど 留 学生 受 
入 機関 、 商 工 会 議 所 ・ 商 工 会 、 県 ・ 市 町 村 観 光 協 会 な ど へ の 通知 (全 252 通 ) 




















3 寄せ られ た 意見 の 実績 






















































































内 容 意見 数 
1 策定 の 趣旨 等 1 件 
2 背景 と 意義 1 件 
3 本 県 に お ける 多 文化 共生 等 の 現状 と 課題 等 0 件 
4 目指 す 将 来 像 (基本 目標 ) 1 件 
5 多 文化 共生 に 向け て の 主 な 施策 の 方 向 等 21 件 
6 各 主 体 の 役割 (県 民 が 一 体 と な っ た 多 文化 共 生 社 会 の 実現 ) 1 件 
その 他 7 件 

合 計 32 件 
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資料 3 「 い わ て 県 民 計 画 (2019 こ 2028)」 政策 推進 プラ ン (一 部 抜粋 ) 





園 
| 18 地域 に 貢献 する 人 材 を 育て ます 





(基本 方 向 ) 

郷土 を 愛し 、 岩 手 の 復興 ・ 発 展 を 文 え る 人 材 を 育成 する た め 、「 い わ て の 復興 教育 」 な どの 取組 
を 推進 し 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 教訓 等 を 県 内 外 に 発信 し 、 後 世に 語り 継い で いき ます 。 

また 、 産 業 を 担 う I た め 、 総 合 生活 力 ^ や 人 生 設 計 力 * の 育成 に 努め 、 キ ャ リア 教育 * を 

























































































充実 する と と も に 、 各 分 野 に お ける 専門 知識 や 技術 の 習得 ・ 向 上 を 推進 し ます 。 
we 国際 的 な 視野 と 地域 に 真 献 す る 視野 
を 持っ た グロ ー カ ル 人 材 を 育成 する た め 、 海 外 留学 な どの 機会 を 充実 する と と も に 、 岩 手 県 の 歴 













































































史 ・ 文 化 の 探求 や 、 地域 活動 へ の 積極 釣 な 参加 を 促進 し ます 。 








現状 と 課題 
東日本 大 震 炎 津 濾 の 発 災 以降 、 多 く の 外 国人 が 岩手 を 訪れ て 県 民 と の 交流 を 深め る と と も に 、 
本 県 か ら 多 く の 児 童 生徒 が 海外 に 招 か れる な ど 、 県 民 が 世界 と つなが る 機会 が 増加 し て お り 、 更 
な る 機会 の 拡充 や 交流 を 深め る 必要 が あり ます 。 
グロ ー バ ル 化 や 情報 化 が 進展 する 中 、 広 い 視 野 を 持っ て 岩手 と 世界 を つなぐ 人 材 (グロ ー バ ル 
人 材 ) 、 国 際 的 な 視点 を 持っ て 地域 で 活躍 する 人 材 (グロ ー カ ル 人 材 ) の 育成 が 求め られ て いま 
す 。 





















































県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 

⑨ 岩手 と 世界 を つなぐ 人 材 の 育成 
児童 生徒 の 異 文化 へ の 理解 を 深め る た め 、 海 外 へ の 修学 旅行 や 海外 派遣 等 に よる 国際 交流 の 機 
会 、 県 内 に 居住 する 外国 人 ・ 留 学生 等 と の 交流 を 深め る 体験 機会 の 拡充 な ど に 取り 組み ます 。 
児童 生徒 の 英語 コミ ュ ニ ケー ショ ン 能 力 を 向上 する た め 、 小 学校 教員 の 英語 指導 力 向 上 に 向け 
た 実践 的 な 研修 の 充実 や 中 学校 ・ 高 等 学校 に お ける 教員 研修 の 改善 、 児 童 生徒 の 学習 意欲 の 向上 
に 向け た 外部 検定 試験 の 活用 や イン グリ ッシュ キャ ンプ 5 の 実施 な ど を 推進 し ます 。 

⑩ 地域 産業 の 国際 化 に 貢献 する 人 材 の 育成 
学生 の 国際 的 視野 を 養う た め 、 企業 や 団体 、 高等 教育 機関 、 行政 な ど 産 学 官 が 一 体 と な っ た 「 い 














































































































1 いわ て の 復興 教育 : 東日本 大 震 災 津波 の 体験 を 踏ま え 、 県 内 全て の 学校 が それ ぞ れ の 実情 に 応じ て 取り 組む こと が で きる 教育 プロ グラ ム 
を 作成 ・ 普 及 す する こと に より 、 子 ども た ち 自 ら の 未来 を 切り 拓く 力 を 育む と と も に 、 県 内 の 全て の 学校 が 心 を 1 つ に し て 岩 災 を 見 つめ 、 郷 
土 を 愛し 、 い わ て の 復興 ・ 発 展 を 担う 「 ひ と づく り 」 を 進め て いく た め の 教 育 。 

2 総合 生活 力 : 児童 生徒 が 将来 の 社会 人 ・ 職 業 人 と し て 自立 し て 生き る た め に 必要 な 能力 。 

3 人 生 設 計 力 : 児童 生徒 が 主体 的 に 人 生計 画 を 立て て 、 進 路 を 選択 し 、 決 定 で きる 能力 。 

4 キャ リア 教育 : 児童 生徒 が 自己 の あり 方 ・ 生 き 方 を 考え 、 主 体 的 に 進路 を 選択 し 、 社 会 人 ・ 職 業 人 と し て 自立 する た め の 能 力 を 学校 教育 
活動 全体 で 、 計 画 的 ・ 組 織 的 に 育む も の 。 
5 イン グリ ッシュ キャ ンプ : 希望 する 県 内 の 小学 生 ・ 中 学生 (義務 教育 学校 の 児童 生徒 を 含む ) 及び 高校 生 に 対す る 、 英語 を 用 いた 学齢 別 ・ 
的 別 の キャ ンプ 。 
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留学 に 向け た 地域 課題 を 把 





































































































































































































































































































































































































わ て グロ ー カ ル 人 材 育成 推進 協議 会 "| を 活用 し 、 学生 の 海外 留学 や 、 
握 す る た め の 地 元 企業 等 へ の イン ター ンシップ を 支援 し ます 。 
・ 外国 人 留学 生 や 了 JET プログラム? 経 験 者 の 県 内 就職 を 促進 する た め 、 県 内 企業 と 留学 生 等 の 
マッ チン グ や イン ター ンシップ の 機会 を 提供 し ます 。 
工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 
し 目 ナ 
県 が 取り 組む 時 体 的 な 推進 方 生 ~2018 2019 2020 2021 2022 
⑨ 岩手 と 世界 を つなぐ 人 材 の 育成 
標 英語 4 技能 を 統合 し た 指導 の 工夫 及び 充実 あゆ 
中 学 3 年 生 、 高校 3 年 生 に お いて 求め られ て い 
る 英語 力 を 有 し て いる 生徒 の 割合 (%) 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 小 中 高 を 通じ た 英語 指導 の 充実 阿 
中 37.1 | 39.0 42.0 46.0 50 
高 35.9 | 38.0 41.0 45.0 50 SR SS 
現状 値 は 2017 年 の 値 異 文化 理解 、 ロ バル 意識 の 潤 養 地域 活性 化 に 貢献 する 居 
ング リッ シュ キャ ンプ な どの 体験 機会 の 充実 
英 検 BA 等 外部 試験 の 活用 に よる 授業 改善 と 生徒 の 動機 付け 本 
@ | 大学 入 試 共通 テス ト を 踏ま えた 外部 試験 の 受験 地代 用 
小学 校 教員 の 英語 指導 力 の 向上 研修 の 充実 P| 
" 海外 派遣 人 数 及び 相互 交流 受入 人 数 (人 ) 
[累计 ] 【再 揭 】 高校 生 の 海外 派遣 ・ 相 互 交 流 の 実施 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 
33 44 88 132 176 渡航 先 ・ 人 派遣 高 校生 に よる 
現状 値 は 2018 年 単 績 値 、 目 標 値 は 20194 数 等 の 見 直し ネッ トワ ー ク 構築 ・ 情 報 発信 
ら の 昌 計 
0 地域 産業 の 国際 化 に 貢献 する 人 材 の 育 
成 
標 
・ い わ て グロ ー カ ル 人 材 育成 推進 協議 会 の 支援 いわ て グロ ー カ ル 人 材 育 成 推進 協議 会 の 運営 、 
度 を 利用 し て 海 = 学 生 数 (人 ) [累計 留学 支援 の 実施 
現状 値 | 2019 2021 2022 
5 5 15 20 
現状 値 は 2018 年 単 標 値 は 2019 有 
ら の 泉 計 
・ グ ロー バル キャ リア フェ ア 8 の 参加 者 数 (人 ) 
[时 计 ] グロ ー バ ルキ ャ リア フェ ア の 開催 | 
现状 值 | 2019 2020 2021 2022 
49 51 104 159 216 
現状 値 は 2018 年 単 年 の 実績 値 、 目 標 値 は 2019 有 
户 四 累计 
5 いわ て グロ ー カ ル 人 材 育成 推進 協議 会 : グロ ー バ ル な 視点 を 持ち 、 世 界 の 平和 や 国際 的 な 課題 解決 及び 自立 し た 多 文 化 共生 社会 の 実現 を 
担う こと の で きる グロ ー カ ル 人 材 の 育成 及び 活用 に 向け た 取組 を 推進 する た め 、 平 成 29 年 (2017 年 ) 2 月 に 設立 し た 産学 官 組織 。 
7 TE プログラム : The Japan Exchange and Teaching Programme の 略 。 外 国 青 年 を 日 本 に 招致 し 、 地 方 自治 体 等 が 小学 校 ・ 中 学校 及び 
高等 学校 で の 外国 語 教育 や 地方 自治 体 で の 国際 業務 に 活用 する プロ グラ ム 。 



































8 グロ ー バ ルキ ャ リア フェ ア : 留学 生 や JE プログ ラム 参加 者 な どの グロ ー バ ル 人 材 の 





マッ チン グ な ど を 行う 行事 。 
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県 内 で の 定着 を 図る た 








め 、 就職 説明 会 や 


局 





企業 と の 






IV 居住 環境 ・ コ ミュ ニテ ィ 


還 還 25 海外 の 多様 な 文化 を 理解 し 、 共に 生活 で きる 
画 地域 づく り を 進め ます 


(基本 方 向 ) 

市 町 村 や 国際 交流 協会 等 と 連携 し 、 外国 人 県 民 等 * が 安心 し て いき いき と 生活 で きる よう 、 暮らし 
や すさ の 向上 に 取り 組み ます 。 

また 、 各 国 の 文化 や 習慣 に 対す る 理解 を 深め る た め 、 各 地域 に お いて 外国 人 県 民 等 と の 交流 機会 
を 拡大 し ます 。 

さら に 、 世 界 と 岩手 と の つなが り を 一 層 深 め る た め 、 多 様 な 主体 に よる 海外 と の 交流 を 促進 し ま 
す 。 































































































現状 と 課題 
本 県 に お ける 在留 外国 人 数 は 、 平 成 22 年 (2010 年 ) 12 月 末 は 6, 191 人 で し た が 、 東 日 本 大 震 災 
津波 の 発 災後 の 平成 23 年 (2011 年 ) 12 月 末 に は 5, 234 人 と 大 きく 減少 し まし た 。 そ の 後 、 徐 々 に 
増加 し 、 平 成 29 年 (2017 年 ) 12 月 末 に は 6, 627 人 と な り 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 発 災 前 の 107.0% に 
な っ て いま す 。 
国 に お いて は 、 新た な 在留 資格 ? の 創設 な ど 、 外国 人 材 の 受入 拡大 に 向け た 取組 を 更に 進め る こ 














と と し て いま す 。 

東日本 大 震 災 津波 の 発 災 以降 、 多 く の 外 国人 が 岩手 を 訪れ て 県 民 と の 交流 を 深め 、 ま た 、 本 県 
か ら 多 く の 若 者 が 海外 に 招 か れる な ど 、 こ れ ま で に な い 規 模 で 、 県 民 が 世界 と つなが る 機会 が 増 
加 し て いま す 。 

在留 外国 人 の 増加 に 伴い 、 外 国人 に と っ て も 暮らし や すい 環境 づく り の た め 、 市 町 村 、 国 際 交 

会 等 の 関係 機関 と 連携 し て 、 外 国人 県 民 等 の 言葉 の 壁 や 生活 上 の 不便 の 解消 、 互 い の 文化 や 
慣 な どの 多様 性 の 理解 促進 に 向け た 取組 を 進め て いく 必要 が あり ます 。 
地域 の 将来 を 担う 若者 が 、 海 外 と 直接 触れ 合い 、 グ ロー バル な 視点 で 将来 を 考え る 機会 を 拡大 
する と と も に 、 岩 手 に 縁 を 持っ た 多種 多様 な 地域 や 人 材 と の ネッ トワ ー ク を 強化 ・ 活 用 する 必要 
が あり ます 。 
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県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 
① 外国 人 県 民 等 が 暮らし や すい 環境 づく り 
国際 交流 セン ター の 外国 人 県 民 等 の 支援 拠点 と し て の 更 な る 機能 強化 に 向け 、 外 国人 相談 体制 
や 情報 提供 体制 等 の 充実 を 図り ます 。 
地域 に お ける 国際 化 や 多 文化 共生 を 更に 進め る た め 、 市 町 村 や 国際 交流 協会 等 を 対象 と する 研 
修 や 、 地 域 づ くり 関係 者 を 巻き 込ん だ ワー クシ ョ ッ プ 等 を 実施 し ます 。 
県 民 が 互い の 文化 や 習慣 へ の 理解 を 深め る た め 、 国 際 交 流 員 に よる 外国 文化 の 紹介 や 、 在 住 外 










































































1 外国 人 県 民 等 : 外国 籍 を 持つ 県 民 や 外国 に ルー ツ が ある 日 本 国籍 を 持つ 県 民 。 
2 在留 資格 : 外国 人 が 日 本 に 在留 する こと に つい て 、 法 が 定め る 一 定 の 資格 。 
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② 海外 と の 交流 の 促進 





























人 と の 交流 会 を 実施 し ます 。 
外国 人 県 民 等 の 言葉 の 壁 を 解 
県 民 等 の 生活 を 支え る 人 材 の 育 























世界 各国 ・ 地 域 の 海外 県 人 会 が 活性 








実 を 図り ます 。 








岩手 と 海外 の 次 代 を 担う 若者 が 、 お 互い の 多様 な 文化 へ の 理 



































機会 を 提供 し ます 。 
情報 発信 を 強化 する た め 


























る と と も に 、 大 使 の 活動 等 を 通じ て 、 
































海外 と の ネッ 





























化し 、 本 県 と の つなが り が 一 層 深 まる よう 、 


Qr[ 
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肖 す る た め 、 日 本 語 の 習得 文 援 を 行う ほか 、 多 言語 に より 外国 人 
成 を 支援 し ます 。 





その 活動 の 充 








解 を 深め る た め 、 相 互 派遣 交流 の 


























、 海 外 で 活躍 する 本 県 ゆか り の 方 々 を いわ て 親善 大 使 3 と し て 委嘱 す 
トワ ー ク の 強化 を 図り ます 。 





県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 


工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 




























































































































































































ン 2018 2019 2020 2021 2022 
① 外国 人 県 民 等 が 暮らし や ゃ すい 環境 づく 
り 
标 下 | スス 軍 営 
・ 国際 交流 セン ター 来館 者 数 (人 ) 国際 交流 セン ター の 運営 
現状 値 2019 2020 2021 2022 Ll 
145, 656 156, 100 159, 300 162, 500 165, 800 相談 体制 ・ 情 報 提供 体 国際 交流 セン ター の 
人 制 の 充実 に 向け た 検討 機能 充実 ・ 強 化 
・ 多 文化 共生 推進 ワー クシ ョ ッ プ 等 参加 者 数 (人 
[累计 ] 
现状 值 2019 2020 2021 2022 ワー クシ ョ ッ プ 、 セ ミナ ー 等 の 実施 | 
636 840 1, 690 2, 550 3, 420 \ 
》 ? ? 下 。 参 佳 地 二 の 活 E 
現状 値 は 2017 年 単 年 の 実績 値 、 目 標 値 は 2019 年 か | 周知 ， 参加 促进 也 域 开 0 活动 赤 践 
ら の 昧 ョ 
・ 地 域 国際 化 人 材 育成 研修 参加 者 数 (人 ) [累計 地域 で 国際 化 ・ 多 文化 共生 を 支え る 人 材 の 育成 
現状 値 2019 2020 2021 2022 し か | 
95 100 205 315 430 周知 .参加 促进 地域 で の 活動 実践 

































































団体 ) 








現状 値 は 2018 年 単 年 の 実績 値 、 目 標 値 は 2019 年 か 








2019 2020 





18 18 


























は 2017 年 の 値 





・ 海外 派遣 人 数 及び 相互 交流 受 人 人 数 





(人 ) 





2020 2021 


2022 














132 





176 












































件 ) 


標 値 は 20194 








2021 





39 

















































































































































































































































































































海外 県 人 会 の 活動 支援 


















































海外 県 人 会 を 通じ た 




















情報 発信 の 検討 ・ 








実施 









































高校 生 の 海外 派遣 ・ 相 互 交 流 の 実施 

















区 






































ネッ トワ ー ク 構築 ・ 


派遣 高校 生 に よる 
情報 発信 


| トル 





























いわ て 親善 大 使 の 委嘱 











親善 大 使 の 新た な 








活用 











方 法 の 検討 
























































親善 大 使 の 活用 促進 | 























* いわ て 親善 大 使 : 岩手 県 の PR な ど 岩 手 と 世界 の 交流 の 懸け 橋 と し て 友好 交流 を 推進 する こと を 目的 と し て 、 県 が 、 本 県 が 受け 入れ た 留 








学生 等 や 本 県 出身 の JI CA 海外 協力 隊 な ど 本 県 ゆか り の 方 を 大 使 ( 
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こ 委 嘱 す る も の 。 





本 45 科学 ・ 情 報 技術 を 活用 で きる 基盤 を 強化 し ます 


(基本 方 向 ) 
科学 ・ 情 報 技術 を 活用 で きる 基盤 の 強化 に 向け 、 国際 リニア コラ イダ ー (ILC') 0 环境 整 
新た な 産業 振興 を 見 据え た 取組 、 土 台 と な る 関連 の イン フラ 整備 な ど を 推進 し ます 。 

また 、 科 学 技術 の 社会 実装 * や 本 県 の 多様 な 資源 と 技術 を 生か し た 研究 シー ズ の 創出 な ど を 推 3 



























































ます 。 


























さら に 、 県 民 の 生活 に 関わ る 様々 な 分 野 に お いて 効率 的 ・ 効 果 的 な ツー ル と し て 期待 され る 
I o 下 7Y、 ビ ッ グ デー タ "、 人 工 知能 (A I ) な どの 情報 通信 技術 (ICT) の 利 活用 を 推進 する と 
と も に 、 日 々 の 暮らし や 産業 経済 活動 に 欠か せな い 超 高速 ブ プロー ドバンド "等 の 情報 通信 イン フラ の 
整備 を 促進 し ます 。 





























現状 と 課題 
ILC の 国内 建設 候補 地 に 本 県 が 選定 され 、 国 際 研 究 所 の 受入 環境 整備 や イノ ベー ショ ン の 創 
出 に 向け た 加速 器 関連 産業 ? の 集積 拠点 の 形成 が 求め られ ます 。 


























県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 

① 国際 研究 拠点 の 形成 と 関連 イン フラ の 整備 
I LC 東北 マス ター プラ ン " に 基づき 、 国際 研究 拠点 の 形成 に 関す る 受入 環境 を 整備 する と と も 
に 、 産 業 の 発展 も 見 据え 、 活 発 な イノ ベー ショ ン を 診 発 させ る た め の 加 速 器 関連 産業 集積 拠点 の 
形成 に 取り 組み ます 。 
また 、 国 際 研 究 拠点 の 形成 に 向け て 、 関 連 す る イン フラ を 整備 し ます 。 












































1 TLC:TInternational Linear Collider (国際 リニア コラ イダ ー) の 略 。 全 長 20 て 50km の 地下 トン ネル に 建設 され る 、 電 子 と 陽電子 を 
加速 、 衝 突 さ せ 質 量 の 起源 や 時 空 構造 、 宇 宙 誕 生 の 謎 の 解明 を 目指 す 大 規模 施設 。 

2 科学 技術 の 社会 実装 : 具体 的 な 研究 成果 の 社会 避 元 。 研 究 の 結果 得 ら れ た 新た な 知見 や 技術 が 、 将 来 製 品 化 され 市 場 に 普及 する 、 ま た は 
行政 サー ビス に 反映 され る な ど に より 、 社 会 や 経済 に 便益 を も た ら す こと 。 

) To : Internet of Things (モノ の イン ター ネッ ト ) の 略 。 様 々 な 「 モ ノ ( 物 )」 が イン ター ネッ ト に 接続 され 、 情 報 交 換 す る こと に 
より 相互 に 制御 する 仕組 み 。 

4 ビッ グ デ ー タ : 情報 通信 技術 の 進展 に より 、 生 成 ・ 収 集 ・ 鞭 積 等 が 可能 ・ 容 易 と な る 多種 多量 の デー タ 。 
5 超 高 束 プ ロー ドバンド : プロー ド バン ド と は 、 広 い 周 波数 帯域 を 利用 し た 、 よ り 高 速 ・ 大 容量 な 通信 回 線 や 通信 方 式 の こと 。 超 高速 ブロ 
ー ド バン ド は 伝送 速度 が 上 り と 下り の 両方 と も に 「30M ビッ ト / 秒 級 以 上 の 回 線 」。 
5 加速 器 関連 産業 : I し C や 放射 線 治療 装置 に 用 いら れる 加速 器 (電気 を 帯び た 粒子 を 加速 する 装置 ) の 製造 等 に 関連 する 産業 。 
7 ILC 東 北 マ スタ ー プ ラン : 東北 1 LC 推進 協議 会 東北 1 LC 準備 室 が 作成 し た 、I LC が 実現 し た 際 の 東北 の 将来 像 と 実現 の た め の プ 
ロ セ ス を 描い た 基本 指針 。 
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EE 工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組) 
RC こ 2018 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 
① 国際 研究 拠点 の 形成 と 関連 イン フラ の 
整 代 

















Tr 








・ 研 究 者 等 調査 対応 件 数 (件 ) 累計] 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 























外国 人 研究 者 等 の 受入 環境 整備 
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二 
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10 14 31 51 75 Te 
の 建設 計画 に 係る 
目 状 十 年 単 年 者 日 標 Ce ヽ 再 ア ヽ 二 和 狼 
現状 値 は 2017 年 単 年 の 実績 値 、 標 値 は 2019 か 関係 機関 と の 調整 FT 関連 イン フラ 






























































・ 加 速 器 関連 産業 に お ける 共同 研究 開発 件 数 (件 
] 





ILC に よ 









































































































现状 值 2019 2020 2021 2022 る 地域 振興 
4 2 3 4 ビジ ョ ン ( 仮 
現状 値 は 2017 年 単 年 の 実績 値 、 目 標 値 は 2019 年 か 四 | "の 化 定 | 県 内 企業 の 加速 器 関連 産業 へ の 参入 支援 Ly 
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岩手 県 多 文化 共生 推進 プラ ン 
(2020<2024) 

















羽 際 的 な 視野 を 持ち 、 世 界 と 岩手 を つなぐ 人 材 が 育ま れ 、 
入籍 や 言語 、 


文化 な どの 違い を 共に 認め 、 暮らす こと が で きる 岩手 



































合 和 2 年 3 月 策 








